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阪神・淡路大震災が発生した平成 7 年以降、本市は、人

口が緩やかに減少局面に転じるとともに、少子化や超高齢

化も同時に進行しており、東京オリンピック・パラリンピ

ックが開催される 2020 年には、人口 14 万 8 千人余り、

高齢化率は 30％の大台に達する見込みです。 

この間、情報通信技術の劇的な進歩、人々の価値観やライフスタイルが多様化する

中、「社会的孤立」や「虐待」という新たな課題も生じています。また、未婚者、単身

世帯の割合が増える中、平成 23 年に発生した東日本大震災を契機として、改めて地

域住民が「つながる」、「支え合う」ことについての意識・関心が高まっています。近

年では、記録的な大雪が記憶に新しいところですが、巨大地震や噴火等の自然災害の

発生が予測される中、日頃からの地域住民が主体となった地域づくりがますます必要

と考えています。 

特に、地域社会における環境がかつてないほど大きく変化している中、地域コミュ

ニティを支える自治会、地域福祉活動を担う民生委員・児童委員や支部社会福祉協議

会のみにより、さまざまな地域課題に対処・解決することは極めて困難であり、こう

した地域の要を担う団体とともに、市民一人一人の参加と協働による地域づくりが極

めて重要です。 

このため、市は社会福祉法人狭山市社会福祉協議会とともに、地域福祉の推進を強

力かつ協働して取り組むための「狭山市地域福祉推進計画」を新たに策定しました。 

この計画の基本理念は「人が人をささえ、みんなにやさしい、元気なまち」です。 

私は、この基本理念をもとに、人々が互いに認め合い、思いやり、手を差し伸べる

ことができれば、もっと暮らしやすい、安心して住み続けられるまちになるものと確

信しております。 

市も社会福祉協議会とともに、本計画に位置づけるさまざまな取り組みを計画的か

つ総合的に進めてまいりますので、ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

結びに、本計画策定のため、ご審議をいただいた狭山市地域福祉推進会議委員の皆

様をはじめ、地域福祉の推進に関するご提言をいただいた地域福祉関係３部会の部会

員の皆様、さらには、地域福祉をともに進める社会福祉協議会、支部社会福祉協議会

の皆様、そのほか貴重なご意見、ご提案をいただいた市民の皆様、関係機関・団体・

事業者の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

平成２７年３月 

狭山市長  仲 川 幸 成  

 

ごあいさつ 



 

 

 

「ボランティア元年」と呼ばれている平成７年の阪神・

淡路大震災は、それまでの特定の人によるボランティア活

動から、多くの人がボランティアとして関わるようになり

ました。その後、平成２３年の東日本大震災や近年の記録

的な大雪などでは、地域住民による「助け合い」を通して、

「つながり」や「支え合い」が大きな関心となりました。 

こうした地域住民による「つながり」や「支え合い」、「助け合い」こそが、地域福祉

の要であり、また、何気ない「ふだんの くらしの しあわせ」こそが、大切なもの

であると改めて気付いた人も多かったのではないでしょうか。 

地域に暮らす人たちを地域で支えていく「地域福祉」が今、注目を集めています。 

近年、福祉を取り巻く環境は大きく変化しています。平成２７年だけでも、生活の

困窮により自立が困難な人に地域で生活するための支援を行う「生活困窮者自立支援

法」の施行、介護保険の要支援認定の人を地域住民等による活動で支えていこうとい

う「介護保険法」の改正、地域の一員としての社会福祉法人のあり方を考える「社会

福祉法人改革」等、いずれも「地域」や「地域住民」がキーワードとなる、地域福祉

に大きな影響を与える制度の創設や改正が予定されています。 

そうした中で、これまでの地域コミュニティの中心的存在である自治会や地域福祉

活動を支える民生委員・児童委員、支部社会福祉協議会とともに、地域で暮らす人一

人一人が主体となった地域づくりが重要になっています。 

このため、本会は狭山市とともに、地域福祉の推進を強力かつ協働して取り組むた

めの「狭山市地域福祉推進計画」を新たに策定しました。 

この計画の基本理念である「人が人をささえ、みんなにやさしい、元気なまち」の

実現のため、本会や狭山市だけではなく、地域住民や地域福祉活動団体がそれぞれの

役割を担うことで、より暮らしやすい、安心して住み続けられるまちになるものと確

信しています。地域福祉の推進のため、皆様のご理解とご協力を賜りますよう、よろ

しくお願いいたします。 

結びに、本計画の策定にあたり、ご審議をいただいた狭山市地域福祉推進会議委員

の皆様をはじめ、地域福祉の推進に関するご提言をいただいた地域福祉関係３部会の

部会員の皆様、地域福祉に関する基礎調査や支部社協別地域福祉活動計画の策定にご

協力をいただいた「ボランティアの止まり木」の皆様、地域福祉推進計画の策定と合

わせて支部社協別地域福祉活動計画の策定にあたりました支部社会福祉協議会の皆

様、さらには、地域福祉をともに進める狭山市、そのほか貴重なご意見、ご提案をい

ただいた市民の皆様、関係機関・団体・事業者の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

平成２７年３月 

社会福祉法人狭山市社会福祉協議会長  塩野谷  延夫  

 

ごあいさつ 
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はじめに 

＜地域福祉の意味＞ 

本計画において、重要な「ことば」の意味について、説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 

地域福祉の推進に向け、市や社協は、

地域住民や地域福祉活動団体との協働

により、さまざまな地域福祉活動を実践

しています。 

本計画では、次の５種類を｢地域｣に位

置付け、それぞれの地域において、支援

を必要とする方（要援護者）に対する重

層的な支援を行います。⇒地域による重

層的な支援（４ページ） 

本計画でいう「地域」とは 

 ご近所や自治会の範囲 

 小学校通学区域 

 支部社協の範囲 

 日常生活圏域 

 狭山市全域 

地域福祉 

誰もが自ら地域の一員であることの

誇りと責任を持ち、住み慣れた地域でい

つまでも幸せに暮らすことができるよ

う、市や社会福祉協議会（社協。6 ペー

ジ）をはじめ、地域住民、地域福祉活動

団体の参加・協力と役割分担により、地

域におけるさまざまな福祉的課題（児童

や障害・高齢者等が抱える生活問題をい

う。地域福祉課題。）について「地域」

を視点として、その軽減・解決を図ろう

とする考え方をいいます。 

地域福祉活動団体 

地域福祉活動を行う団体、事業者をいいます。

（地域福祉活動者もこれに含みます。） 

例えば… 

地域福祉活動者とは 

 民生委員・児童委員、個人ボランティア 

⇒民生委員・児童委員の役割（73 ページ） 

地域福祉活動を行う団体とは 

 自治会、民生委員・児童委員協議会、   

支部社協、子育てサークル、障害者団体、 

老人クラブ、ボランティアサークル、地域住

民有志が任意に設立した団体等 

⇒自治会の役割（73 ページ） 

地域福祉活動を行う事業者とは 

 保健・医療・福祉を活動分野とするＮＰＯ、

法人や企業、教育機関、医療機関等 

地域福祉活動 

地域福祉の考え方に基づき、実践する活動をい

います。 

例えば… 

 要援護者がいる世帯（要援護世帯。7 ページ）

に対する見守り、家庭訪問、話し相手、外出・

交流促進、家事援助等 

 福祉人材の育成等 

 福祉に関する意識啓発等 
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＜地域福祉課題を解決する「自助・共助・公助」＞ 

 

地域福祉課題を解決するため、

「地域のつながりと支え合いを

考える」と題したシンポジウム

や講座、研修会等の参加者より、

「自助・共助(互助)・公助」につ

いてのご意見やアイデア等をい

ただきました。 

＊ 本計画において｢互助｣は、

共助に含めて記載しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共助 

 

例えば… 

 地域の清掃活動に参加する。 

 困っている人の相談相手になる。 

 募金等に寄付する。 

 献血する。 

 自治会活動に参加する。 

地域のつながりと支え合いを考える集い（2013） 

自助 
 

例えば… 

 自分でできることは、自分がする。 

 健康づくり(病気・介護予防)に励む。 

 民間企業のサービスを購入する。 

 家族の支えを受ける。 

公助 
 

例えば… 

 公的福祉サービスを提供する。 

 相談支援体制を整える。 

 地域住民が主体となった地域福祉活動

を支援する。 

地域福祉課題を解決する

「自助・共助・公助」 

要援護者または要援護世帯が
持つ力を最大限に発揮して 
行うことをいいます。 

ご近所での支え合い（声かけや見守り、助け合い）をはじめ、
地域福祉活動団体が行うさまざまな地域福祉活動も「共助」
に含まれます。 

 災害に備え、ご近所で役割等を決めておく。 

 空いた時間で地域貢献活動をする。 

 自分の知識・経験等を地域に役立てる。 

 シルバー人材センターに登録する。 

 ボランティア活動に参加する。 

 地域福祉活動団体を立ち上げる。 

 

法律や条例等により、市や社協
が実施する支援・福祉サービス
をいいます。 
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＜地域住民が主体となった地域福祉活動の必要性＞ 

 

今日、地域福祉課題の解決、生活の質

の高めるために、自助・共助に加え、公

助が大きな役割を果たしています。しか

し、社会環境の変化や社会的孤立（６ペ

ージ）による課題が顕在化する中、例え

ば、要援護者が公助の狭間に置かれ、そ

の支援が十分でなかったり、周知不足に

より、利用すべき方々に届いていなかっ

たり、利用そのものを遠慮するケース等

が指摘されており、「問題解決のすきま

（ニーズ）」が生じています。 

要援護者のニーズを満たすため、これ

までの自助・共助・公助に加え、地域住

民が主体となった地域福祉活動（さらな

る共助）の展開が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会環境の変化、社会的孤立による課題の顕在化 

人口減少、少子高齢化、１世帯当たり人

員の減少、未婚者や単身世帯の増加、児童・

障害者・高齢者への虐待事案の顕在化、生

活困窮者の増加、近隣関係の希薄化等 

増加・多様化する地域福祉課題に対し、こ

れまでの自助・共助・公助だけでは、問題解

決のすきまが生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民が主体となった地域福祉活動  

（さらなる共助）の展開 

プランに基づき、実際に

取り組んでみる。 

取り組みをふりかえる。

必要に応じて改善する。 

誰もが安心して住みやすいまちにする

（生活の質のさらに高める）ためには、何が

必要か。 

地域福祉課題を発見・

把握する。安心して生

活するために、地域住

民一人一人ができるこ

とを考える。 

解決するためのプラン

を考える。 
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＜地域による重層的な支援＞ 

 

本計画では、次の５種類を｢地

域｣に位置付け、それぞれの地域

において、要援護者に対し、重層

的な支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重層的な支援 
例えば、会食会がご近所や自治会の範囲、支部社協の範囲のそれ

ぞれにおいて運営されている場合、要援護者は自分の都合に合わせ

て、利用しやすい日程・場を選び、利用することができます。この

ように、それぞれの地域において、要援護者の視点に立ち、重層的

に支援していくしくみづくりが重要です。 

第３層 支部社協の範囲 
社 協 が 定 め る 10 支 部   

（ ①入間川、②入間川東、③富士見、

④入曽、⑤堀兼、⑥奥富、⑦柏原、

⑧水富、⑨新狭山、⑩狭山台）に

おいて、声かけ・見守り活動をは

じめ、会食会、配食サービス等に

取り組みます。 

第４層 日常生活圏域 
介護保険制度に基づく８圏域

（①入間川・入間川東、②富士見、

③入曽、④水野、⑤堀兼・奥富・新狭山、

⑥柏原、⑦水富、⑧狭山台）で  

地域ケア会議等をはじめとした

さまざまな取り組みを進めます。 

＊ 日常生活圏域は平成 27 年３

月現在、５圏域となっています

が、第６期高齢者福祉計画・介

護保険事業計画において、平成

31 年度までに３圏域の増設を

計画しています。 

第２層 

第３層 

第４層 

第５層 
第５層 狭山市全域 
市が法律に基づいて行う公的

福祉サービスをはじめ、市や社協

が行う全市的なサービス等によ

り、取り組みを進めます。 

 

 

第１層 ご近所や自治会の範囲 
ご近所での声かけや見守りをはじめ、自

治会活動等を通じて、地域住民の交流・支

援を進めます。 

第１層 

狭山市全域 

日常生活圏域 

支部社協の範囲 

小学校通学区域 

ご近所や自治会の

範囲 

コミュニティサロン  

声かけ・安否確認 

会食会 

配食サービス・見守り 

権利擁護 宅配サービス 

家庭訪問 敬老会 

見守り 

相互扶助サービス 

地域ケア会議 

災害時要援護者支援事業 公的福祉サービス 

第２層 小学校通学区域 
公立小学校の通学区域ごとに、

地域住民が主体となったさまざ

まな地域福祉活動等に取り組み

ます。 
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第１部 計画の概要 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の趣旨 

 

狭山市地域福祉計画(８ページ)は、狭山市総

合振興計画に基づき、地域福祉の推進に向けた

基本理念や基本目標、施策、取り組みの方向等

を明らかにした市の計画です。第 2 期狭山市地

域福祉計画は平成22年3月に策定し、平成27

年 3 月末日をもって計画期間が満了します。 

狭山市地域福祉活動計画(９ページ)は、地域

福祉の推進に向け、生活の困りごとの解決や生

活に望むことを実現するため、地域住民が主体

となり、地域福祉活動団体との相互協力により

策定した社協による民間活動・行動計画です。

第2期狭山市地域福祉活動計画は平成24年3

月に策定し、平成 28 年3 月末日をもって計画

期間が満了します。 

本市の地域福祉施策は、これら両計画により、

総合的かつ計画的に推進してきましたが、今般、

社会環境が変化（人口減少、少子高齢化、未婚

化、単身化が同時かつ急速に進行）するととも

に、虐待、自殺、近隣トラブル、セルフネグレク

ト等、社会的孤立に関するさまざまな地域福祉

課題も顕在化しています。 

特に、いわゆる「団塊の世代（昭和 22～24

年生まれの方々をいう。）」が後期高齢者（75 歳

以上の方々をいう。）となる平成 37 年以降、地

域福祉課題の増加が懸念されることから、課題

の解決に向けて、市、社協、地域住民及び地域福

祉活動団体が一丸となって取り組むことが必要

です。また、近隣関係のつながりや支え合いに関

する地域住民の意識や価値観、取り組み状況に

ついては、地域により偏差が生じていることか

ら、その実情に応じた方策を立てていくことが

求められます。さらに、障害者や子ども、高齢者

等、市の健康福祉部門が「地域」を視点に、包括

的に連携しあうことが重要です。 

 

 

 

  

セルフネグレクト 
通常の生活を維持するために必要な行為を

行う意欲・能力を喪失し、自己の健康・安全を

損なう状態をいう。例えば、食事をせず、医療

の受診を拒否し、不衛生な環境で生活を続け、

家族や周囲から孤立するケース等が考えられ

る。 

社会的孤立 
社会的な居場所が乏しく、家族や地域社会と

の関わりも少ないため、社会的に孤立している

状態をいう。なお、「孤立死」と「孤独死」の用

語に関し、公式な定義がないことから、本計画

では「孤立死」と表記した。 

社協 
社会福祉活動の推進を目的とし、営利を目的

としない民間組織で、社会福祉法第 109 条に基

づいて設置するもの。地域住民をはじめ、民生

委員・児童委員、社会福祉施設、社会福祉法人

等の社会福祉関係者、保健・医療・教育等、関

係機関の参加・協力のもと、地域住民が住み慣

れたまちで安心して生活することのできる「福

祉のまちづくり」の実現をめざし、さまざまな

活動を行う。例えば、各種の福祉サービスや相

談活動、ボランティアや地域住民活動の支援、

共同募金運動への協力等、全国的な取り組みか

ら地域の特性に応じた活動まで、さまざまな場

面で地域の福祉増進に取り組んでいる。 

本市では、地域の特性に応じた社会福祉の推

進を図るため、10 の支部社協を設置している。

⇒地域による重層的な支援（４ページ） 

自治会活動（武蔵自治会） 
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市及び社協の策定する計画は、主体こそ相違

するものの、ともに地域福祉の推進を目指そう

とする点において、一致しています。また、要援

護世帯における地域福祉課題を解決するために、

地域住民をはじめ、地域福祉活動団体が、社会資

源を共有・活用し、地域福祉推進の理念の下、地

域住民の主体的な参加により、地域福祉活動を

実践する点において、重複しています。 

このため、市及び社協は、地域住民のつながり

を深めるとともにその幸せを高め、かつ地域福

祉活動の輪を広げるために、今後６年（平成 27

～32 年度）の取り組みを示した「狭山市地域福

祉推進計画」を新たに、かつ一体的に策定しまし

た。⇒県内における地域福祉計画と地域福祉活

動計画の一体的策定事例 

なお、社協が策定した第2 期狭山市地域福祉

活動計画の計画期間満了日を 1 年繰り上げ、本

計画の計画期間と整合を図りました。 

 

 

  

 

 

1.1.1 計画策定の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋ 

要援護世帯 
支援を必要とする方がいる世帯をいう。 

例えば… 

（１）単身者や引きこもり状態にある方 

（２）日中独居となる高齢者や乳児の保護者 

（３）心身に障害を有する方 

（４）本人に病気の認識がないため、近隣住民

に対し、迷惑行為を繰り返している方 

（５）その他（生活困難者、失業者等） 

第 2 期地域福祉計画（市） 
社会福祉法に定める計画 

計画期間：平成 22～26年度 

第 2 期地域福祉活動計画（社協） 
任意計画 

計画期間：平成 24～27年度 

市及び社協により、「地域福祉推進計画」を新たに一体的に策定 

（県内 11 番目）新計画期間：平成 27～32 年度 

・類似計画が２つ、目標は１つ 
・地域福祉推進へ市及び社協が協働 
・社協計画期間満了日を１年繰り上げ 

・社会環境の変化 
・社会的孤立による課題の顕在化 

県内における地域福祉計画と地域福祉

活動計画の一体的策定事例 
本市の地域福祉計画・地域福祉活動計画の一

体的策定は、県内 11 番目の策定事例となる。 

最も早く行ったのは飯能市と鴻巣市（平成

21 年度）であり、22 年度には深谷市、23 年度

には川越市、24 年度には新座市、久喜市、25 年

度には戸田市、26 年度には熊谷市、日高市、富

士見市となっている。本市の近隣市を含む県西

部での策定事例が多い。 

■計画の一体的策定イメージ 
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第２節 市及び社協の取り組み経緯 

 

（１）第２期狭山市地域福祉計画 

市は平成 22年、第 1期計画の計画期間満

了に伴い、「第2 期地域福祉計画」を策定し

ました。また、計画期間中において、さまざ

まな地域福祉施策を総合的かつ計画的に推進

してきました。 

計画期間中における達成または未達成とな

った主な取り組みは、次のとおりです。 

 

 

■達成した主な取り組み 

○ 福祉に関する小・中学校連携 

○ 社協との共催による「地域のつながり

と支え合いを考える」集い、パネル展、地

区福祉講座等の開催 

○ 企業や大学と連携した地域福祉の取り

組みの推進 

○ 日常生活圏域会議での課題抽出・解決

に向けた協議 

○ 民生委員・児童委員の活動支援 

○ 成年後見制度の利用促進 

○ 要援護世帯総合支援（トータルサポー

ト）体制の試行的実施 

○ 福祉コミュニケーションサーバーの運

用開始 

○ 地域福祉活動等情報検索システム「ふ

れあいネット」の運用開始 

○ 要援護高齢者等支援ネットワークの構

築 

○ 災害時要援護者支援計画の策定 

○ 健康福祉部門職員のスキルアップ 

○ 地域福祉活動団体の設立支援 

○ ボランティアセンターの機能強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■未達成となった主な取り組み 
○ 福祉教育ネットワークの構築 
○ 福祉関係者の意見を取り入れた福祉教
育プログラムの開拓 

 

 

 

 

○ 地域座談会の開催 

 

 

 

○ ＣＳＷ（コミュニティ・ソーシャル・
ワーカー）の配置 

 

 

○ 自治会福祉部会の設置促進 

 

 

 

○ 既存施設の利活用の促進 

 

 

⇒ 日常生活圏域会議において地域福祉課

題の発見・抽出・協議の機能を有している

ことから、今後も同会議による取り組みを

進めます。 

⇒ 社協と連携して、ＣＳＷの配置を検討し

ます。 

⇒ 自治会役員にさらなる負担を求めるの

に課題があります。例えば、役員を退任さ

れ、有志で立ち上げた地域福祉活動団体へ

の助言や財政的支援等、活動の環境整備に

努めます。 

⇒ 公共施設等の利活用は防犯面等、クリア

すべき課題が多くあり、さらなる研究が必

要です。 

⇒ 学校では、さまざまな教育が実践されて

おり、福祉教育に特化したネットワークを

構築することに課題があります。社協をは

じめ、地域福祉活動団体と協働し、学校、

家庭、地域において、質の高い福祉教育の

実践に取り組みます。 

狭山市地域福祉計画 

本市が策定主体で、愛称は「さやま福祉プラ

ン 21」という。平成 12 年の社会福祉法改正を

受け、同年、計画期間を 10 年とした「第１期

地域福祉計画」を策定した。また、平成 22 年、

第 1期計画の終了に伴い、計画期間を 5年とし

た「第 2期地域福祉計画」を策定した。すべて

の人が互いを思いやり、支え合う心を持ち続け

ながら、生きがいを感じ、地域で自分らしい生

活ができるよう地域福祉のさらなる推進に努

めた。 
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1.1.2 市及び社協の取り組み経緯 

 

（２）第２期狭山市地域福祉活動計画 

社協は平成 24 年、第1期計画の計画期間

満了に伴い、「第 2 期地域福祉活動計画」を

策定しました。また、計画期間中において、

地域住民や地域福祉活動団体と協働して地域

福祉活動を実践する社協の「強み」を発揮

し、さまざまな取り組みを推進してきまし

た。 

計画期間中における達成または未達成とな

った主な取り組みは、次のとおりです。 

 

■達成した主な取り組み 

○ 日常生活圏域会議への参加及び情報共

有 

○ 狭山ケーブルテレビにおいて、社協情

報の発信のための番組を放送 

○ 市との共催による「地域のつながりと

支え合いを考える」集い、パネル展、地区

福祉講座等の開催 

○ 市民後見人養成講座や成年後見制度講

演会の開催 

○ コミュニティサロンマップの作成 

○ ボランティアセンターと有償福祉サー

ビス「ささえあい狭山」の窓口一本化 

○ 子育て支援ネットワーク、要援護高齢

者等支援ネットワーク、自立支援協議会

等への参加及び情報共有 

○ ふれあいサロンへの支援 

○ 市やＮＰＯ法人等との共催事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■未達成となった主な取り組み 

○ 福祉体験教室、彩の国ボランティア体

験プログラム事業の内容の見直し 
⇒ 地域住民の福祉への関心が高まるよう、

これまでの内容の検証を行うとともに、新

しい体験メニューの開拓を進めます。 

 

○ 民間助成金の情報提供や手続きのサポ

ート 
⇒ 地域福祉活動団体が民間助成金を活用

することにより、地域の活性化につながる

よう民間助成金に関する情報の提供方法

等を検討します。 

 

○ 地域に必要な新たなサービスの支援 

⇒ 地域福祉活動団体と連携し、地域福祉活

動団体が行う新たなサービスを支援しま

す。 

 

○ 既存の地域福祉活動団体の拡大や新規

団体の組織化 
⇒ 既存の地域福祉活動団体への加入促進

とともに、ボランティアスクールや地区福

祉講座の受講者による新たな地域福祉活

動団体の組織化について支援します。 

 

 

狭山市地域福祉活動計画 
社協を策定主体とした計画をいう。平成 19

年に計画期間を 5年とした「第 1期地域福祉活

動計画」を策定した。また、平成 24 年、第 1期

計画の終了に伴い、計画期間を 4年とした「第

2期地域福祉活動計画」を策定した。地域住民

一人一人が自ら考え行動する「助け合い」や「支

え合い」の精神をもって協働で地域福祉の推進

に努めた。 
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第３節 計画策定の背景と基本的な視点 

 

（１）計画策定の背景 

① 「社会的孤立」の顕在化 

本市は今、人口の約６％を占める、いわゆる

「団塊の世代」にある方々が 65 歳（高齢期）

に到達するなど、高齢化がこれまでにないスピ

ードで進んでいます。会社中心の生活から地域

へと戻ってきた方々が増加する中、地域とのつ

ながり・結びつきに戸惑いやつまずきを感じな

がら、どこに向かえばいいか分からず、立ち尽

くしたり、閉じこもるなど、いわゆる「社会的

孤立」に関する問題が顕在化しています。 

 

② 弱体化が進む「自助機能」 

情報通信技術の進展、ライフスタイルの多様

化、「家族」に対する価値観等が変容する中、

未婚化や晩婚化等を背景として、子どもの数が

大幅に減少しています。また、高齢者をはじめ

とした単身世帯が急増する一方、「家族」の規

模・構造が縮小し、自助機能が弱体化していま

す。 

 

③ 縮小する「企業福祉」 

20 年余りにわたって続いてきた景気低迷

により、年功序列・終身雇用制度の崩壊、非正

規労働者の増加等、いわゆる「企業福祉（企業

主体による従業員のための福祉制度）」が縮小

しています。また、若者・中年層において、ニ

ート、リストラ、派遣切り等を背景として、日々

の生活に困窮する世帯が増加しています。 

 

④ 災害から学ぶ「ご近所の助け合い」 

東日本大震災をはじめ、記録的大雪や豪雨、

噴火等、想定外の災害を目の当たりにし、日頃

からのご近所づきあいに加え、何かあった時に

は助け合う意識をきちんと持つことが今、求め

られています。 
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1.1.3 計画策定の背景と基本的な視点 

 

（２）計画策定にあたっての基本的な視点 

こうした背景を踏まえ、地域住民、地域福祉

活動団体、市及び社協は、相互の参加、協力、

役割分担のもと、地域福祉課題の解決に向けた

さまざまな「取り組み」を進めていく必要があ

ります。 

本計画の策定にあたっては、社会福祉法及び

厚生労働省社会保障審議会福祉部会「市町村地

域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策

定指針の在り方について」に掲げる「計画に盛

り込むべき内容」を計画策定にあたっての基本

的な視点と位置付け、事務を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画策定にあたっての基本的視点 

 

① 地域福祉に関する活動への地域住民の参加の促進 

○ 目標の提示（ニーズ調査、サービスの点検、緊急性や目標量の設定） 

○ 目標達成のための戦略 

・相談支援体制の整備 

・必要なサービスを利用できる仕組みの確立 

・サービスの評価等による利用者の選択の確保 

・サービス利用に結びついていない要支援者への対応 

○ 利用者の権利擁護（適切なサービス利用を支援する仕組み） 

② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進 

○ 多様なサービスの振興・参入促進及び公私協働の実現 

○ 福祉、保健、医療と生活関連他分野との連携方策 

③ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達 

○ 地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ法人等の活動への支援 

○ 住民等の関心喚起、意識の向上と主体的参加の促進 

○ 地域福祉を推進する人材の養成 

 

資料：厚生労働省社会保障審議会福祉部会「市町村地域福祉計画  

及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について」 

社会福祉法 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する

事項として次に掲げる事項を一体的に定め

る計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）

を策定し、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、地域住民、社会福祉を目的とする

事業を経営する者その他社会福祉に関する

活動を行う者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるよう努めるとともに、その

内容を公表するよう努めるものとする。 

(1)地域福祉に関する活動への地域住民の参加

の促進 

(2)地域における福祉サービスの適切な利用の

推進 

(3)地域における社会福祉を目的とする事業の

健全な発達 
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第４節 計画の性格 

 

（１）計画の性格 

① 市の取り組み 

本計画のうち、市の取り組みについては、社

会福祉法、厚生労働省通知及び埼玉県地域福祉

支援計画との整合を図りました。⇒（市町村地

域福祉計画の策定に関する）厚生労働省通知

（17ページ） 

また、狭山市総合振興計画を上位計画とし、

健康福祉部門の個別計画との整合を図りまし

た。⇒市及び社協における計画体系と位置付け

（13ページ） 

なお、健康福祉部門の個別計画は、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律、子ども・子育て支援法、老人福祉法、

介護保険法の規定に基づき、それぞれ策定して

おり、本計画との調和が保たれています。 

 

② 社協の取り組み 

本計画のうち、社協の取り組みについて

は、社会福祉法第 109条に規定する社協が

民間組織の立場から地域福祉の推進を図るこ

とを目的に策定しました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律 
第 88 条第 6項 市町村は、地域福祉の推進に関

する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画（以下「市町村地域福祉計画」とい

う。）を策定し、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、地域住民、社会福祉を目的とする

事業を経営する者その他社会福祉に関する活

動を行う者の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めるとともに、その内容

を公表するよう努めるものとする。（後略） 

子ども・子育て支援法 

第 61 条第 6項 市町村子ども・子育て支援事業

計画は、社会福祉法第 107 条に規定する市町

村地域福祉計画、（中略）その他の法律の規定

による計画であって子どもの福祉又は教育に

関する事項を定めるものと調和が保たれたも

のでなければならない。 

老人福祉法 

第 20 条の 8第 8項 市町村老人福祉計画は、社

会福祉法第 107 条に規定する市町村地域福祉

計画その他の法律の規定による計画であって

老人の福祉に関する事項を定めるものと調和

が保たれたものでなければならない。 

介護保険法 

第 117 条第 7 項 市町村介護保険事業計画は、

社会福祉法第 107 条に規定する市町村地域福

祉計画その他の法律の規定による計画であっ

て要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関

する事項を定めるものと調和が保たれたもの

でなければならない。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%95%9f%8e%83%96%40%91%e6%95%53%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%95%9f%8e%83%96%40%91%e6%95%53%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%95%9f%8e%83%96%40%91%e6%95%53%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000010700000000000000000000000000000
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1.1.4 計画の性格 

 

■市及び社協における計画体系と位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
２
次
健
康
日
本 

 

狭
山
市
計
画 

 
 

 
 

・
狭
山
市
食
育
推
進
計
画 

第
６
期
狭
山
市
高
齢
者
福
祉
計
画 

 
 
 

 
 

・
介
護
保
険
事
業
計
画 

第
３
次
狭
山
市
障
害
者 福

祉
プ
ラ
ン 

狭
山
市
子
ど
も
・
子
育
て 

支
援
事
業
計
画 

H27～29 H27～31 H27～29 

第４期埼玉県地域福祉支援計画 

 （健康福祉部門の個別計画と整合） 

21 

地
域
福
祉
推
進
計
画 

 

国・県の方針と整合 

狭山市総合振興計画 

H24～28 H27～32 

  
 

 

そ
の
他
、
関
連
す
る
個
別
計
画 

整合 

＜国の通知、県における計画＞ 

○ 社会福祉法（第 107 条に市町村地域福祉計画の策定位置付け） 

○ 市町村地域福祉計画の策定に関する厚生労働省通知（17 ページ） 

H27～29 

第
２
期 地

域
福
祉
計
画 

H22～26 

計
画
期
間
満
了
日
を 

１
年
繰
り
上
げ 

(

市
と
社
協
に
よ
る
一
体
的
な
計
画
策
定)

 

第
２
期 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

H24～27 

支
部
社
協
別
地
域
福
祉
活
動
計
画 

（
支
部
社
協
に
よ
る
策
定
） 

＜市の計画体系と位置付け＞ ＜社協の位置付け＞ 
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1.1.4 計画の性格 

 

（２）計画期間 

本計画における計画期間は、平成 27 年度か

ら平成 32 年度までの6年間とします。 

なお、社協が策定した第 2 期地域福祉活動

計画の計画期間満了日を 1 年繰り上げ、本計

画の計画期間と整合を図りました。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 31 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 年度 

埼 玉 県 

地 域 福 祉 

支 援 計 画 

第 4期計画 

H27～29 

第 3 期計画 

H24～26 

第 2期計画 

H21～23 

第 1期計画 

H16～20 

狭 山 市 

総 合 振 興 

計 画 
 

第 3次総合振興計画 

中期基本計画H18～22 後期基本計画H23～27 

第 4 次総合振興計画 

前期基本計画H28～32 

地 域 福 祉 

計画 ( 市 ) 

障害者福祉 

プ ラ ン 

第 1期計画 
H12～21 

第 2期計画 
H22～26 

第 1 期計画 
H19～23 

第 2 期計画 
H24～26 

地域福祉推進計画 

H27～32 

子 ど も ・ 

子育て支援 

事 業 計 画 

高齢者福祉

計画・介護 

保険事業計画 

健康日本 21 

計画・食育

推 進 計 画 

32 31 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 年度 

年度 

地域福祉活動 

計画(社協) 

32 31 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 

第 3次ﾌﾟﾗﾝ 

H27～29 

第 2 次ﾌﾟﾗﾝ 

H24～26 

第 1 次ﾌﾟﾗﾝ 

H21～23 

障害者プラン H15～24 

子ども・子育て支援 

事業計画 H27～31 

次世代育成支援計画 

前期計画 H17～21 

次世代育成支援計画 

後期計画 H22～26 

第 6 期計画 

H27～29 

第 5 期計画 

H24～26 

第 4 期計画 

H21～23 

第 3 期計画 

H18～20 

 

第 2 次計画 

H24～28 

第 1 次計画 

H14～23 
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第５節 計画の策定体制等 

 

（１）計画の策定体制 

本計画の策定にあたり、地域住民や地域福祉

活動団体関係者等により構成する狭山市地域

福祉推進会議を設置し、本計画の策定機関（狭

山市地域福祉推進計画策定委員会）に位置付け

るとともに、市及び社協職員により構成する狭

山市地域福祉推進機関連絡会議を設置し、本計

画策定に関する検討をいただきました。 

また、狭山市地域福祉推進会議の下に地域福

祉関係３部会（有償福祉サービス推進部会、ボ

ランティア活動推進部会、多機能型サロン活動

推進部会）を設置し、検討並びに提言をいただ

きました。 

さらに、両会議の庶務及び本計画策定に関す

る事務局として、市、社協及び任意団体「ボラ

ンティアの止まり木」による共同事務局を設置

し、事務を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画策定機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見 

狭山市地域福祉推進会議 

平成 23年 7月設置、委員 14 名 

地域住民等が計画案等を審議 

職員による検討機関 地域住民等による検討機関 

狭山市地域福祉推進機関連絡会議 

平成 26年 9月設置、委員 19 名 

市・社協職員が計画案等を審議 

地域福祉関係３部会 
有償福祉サービス推進部会 
ボランティア活動推進部会 
多機能型サロン活動推進部会 

市（福祉こども部福祉課） 

役割：全市計画策定、立案調整等 

社協 

役割：支部計画策定、調査業務等 

ボランティアの止まり木 

役割：調査集計、部会運営 

ボランティアの止まり木 

狭山元気大学（現さやま市民大学）ボランテ

ィアコーディネーター養成講座修了生有志に

より設立された任意団体をいう。サービスを必

要としている人とサービスを提供する団体と

をつなぐ「中間支援組織」を目指す団体である。

平成 25 年度は、社協において、計画策定のた

めの基礎調査業務（アンケート調査の集計、ヒ

アリングの実施）を委託した。 

多機能型サロン 

地域住民等の有志が担い手となり、さまざま

な世代の住民を対象に、自治会館や集会所等に

おいて、定期的に食事や会話が楽しめる場を提

供することをいう。（以上に加え、コミュニテ

ィビジネスの要素を加えたものがコミュニテ

ィカフェとなるが、本計画において多機能型サ

ロンに含む。）⇒コミュニティサロンの機能別

分類（67 ページ） 

最近では、要援護者の発見・把握、相談支援

機関とのつなぎ、軽度認知症患者の外出機会の

創出、引きこもり防止等を兼ね備えたものも誕

生している。 

設
置 

提
言 

意見 

提案 

提
案 

意
見 

運営支援 

提案 共

同

事

務

局 
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1.1.5 計画の策定体制等 

 

（２）地域福祉に関する基礎調査 

① 成人アンケート調査 

本計画の策定に先立ち、地域福祉に関する意

識、意見等を把握するため、市内在住の 20歳

以上の約2,000人を対象に成人アンケート調

査を実施し、831 人から回答をいただきまし

た。 

調査対象者 市内在住の 20 歳以上の方（無作

為抽出） 

調 査 方 法 無記名方式（郵送配布・回収） 

調 査 期 間 平成 25 年 9 月 20 日から 10 月４

日まで 

配 布 数 1,996 票 

有効回収数 831 票 

回 収 率 41.6% 

 

② 親子アンケート調査 

市内の公立小学校の５年１組または中学校

２年１組に在籍する児童・生徒及びその保護者

792 組を対象に親子アンケート調査を実施し、

716 組から回答をいただきました。 

調査対象者 市内公立小学校の5年1組または

中学校 2年 1組に在籍する児童・

生徒及びその保護者 

調 査 方 法 無記名方式（各小・中学校を通じ

て配布・回収） 

調 査 期 間 平成 25 年 10 月 1 日から 25 日ま

で 

配 布 数 792 票 

有効回収数 716 票 

回 収 率 90.4% 

③ 地域福祉活動団体アンケート調査 

市内の地域福祉活動団体160団体を対象に

地域福祉活動団体アンケート調査を実施し、

110 団体から回答をいただきました。 

このうち 30団体からヒアリングを行い、地

域福祉活動団体が抱える課題や福祉に関する

意見等をいただきました。 

調査対象者 市内の地域福祉活動団体 

調 査 方 法 記名方式（郵送配布・回収） 

調 査 期 間 平成 25 年 10 月 1 日から 31 日ま

で 

配 布 数 160 票 

有効回収数 110 票 

回 収 率 68.8% 
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第２章 地域福祉に関する現状と課題 

第１節 国の動向 

 

（１）社会福祉法と市町村地域福祉計画の策定 

地域福祉の考え方は、平成 12 年の社会福祉

基礎構造改革において成立した「社会福祉法」

の中で、誰もが地域で自分らしく生活できるよ

う、地域全体で支えるため、「地域福祉の推進」

として明記されました。⇒社会福祉法における

地域福祉の考え方 

その後、平成 14 年の厚生労働省社会・援護

局長通知「市町村地域福祉計画及び都道府県地

域福祉支援計画の策定について」をはじめ、平

成 19 年、22年、26 年の 3 回にわたり、地

域福祉計画の策定について通知がありました。

⇒（市町村地域福祉計画の策定に関する）厚生

労働省通知 

本市の地域福祉施策は、このことを踏まえ、

適切に反映・対応しています。 

なお、全国における地域福祉計画の策定状況

は、全国1,742市町村（東京都特別区を含む。）

中、本市を含めた 1,149 市町村（策定率

66.0％）が平成 25 年度末までに策定してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法における地域福祉の考え方 

○ 児童、障害者、高齢者等、さまざまな福祉

を「地域福祉（地域における社会福祉）」と

いう共通する考え方で推進する。（第 1条） 

○ 地域福祉は、①地域住民、②社会福祉を目

的とする事業を経営する者及び③社会福祉

に関する活動を行う者の三者が相互に協力

し、その推進に努めなければならない。また、

①福祉サービスを必要とする地域住民が地

域社会を構成する一員として日常生活を営

むこと及び②社会、経済、文化その他の活動

に参加できることを目的として推進する。

（第 4条） 

○ 市町村は地域福祉計画を策定するよう努

める。（第 107 条） 

○ 市町村社協は地域福祉の推進を図ること

を目的とする。（第 109 条） 

（市町村地域福祉計画の策定に関する）
厚生労働省通知 
○ 社会保障審議会報告「市町村地域福祉計画

及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の

在り方について（一人ひとりの地域住民への

訴え）」がとりまとめられたので、計画策定

の参考とされたい。（平成 14 年 4月 1日付け

厚生労働省社会・援護局長通知） 

○ 要援護者の把握、関係機関による要援護者

情報の共有、要援護者への支援等、要援護者

の支援方策について市町村地域福祉計画に

盛り込む事項を定めたので、計画策定の参考

とされたい。（平成 19 年 8 月 10 日付け厚生

労働省社会・援護局長通知） 

○ 平成 22 年度末時点で、約 51％の市町村が

計画策定を終えていない状況にある。都道府

県は、市町村地域福祉計画の策定を終えてい

ない市町村に対する支援・働きかけの強化を

お願いする。（平成 22 年 8 月 13 日付け厚生

労働省社会・援護局地域福祉課長通知） 

○ 平成 27 年 4 月施行の「生活困窮者自立支

援法」に伴い、生活困窮者自立支援方策につ

いて市町村地域福祉計画に盛り込む事項を

定めたので、計画策定の参考とされたい。（平

成 26 年 3月 27 日付け厚生労働省社会・援護

局長通知） 
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1.2.1 国の動向 

 

（２）生活困窮者自立支援制度の創設 

平成27年4月に創設される生活困窮者自立

支援制度は、生活困窮者自立支援法に基づく

自立相談支援事業を実施するとともに、住居

確保給付金の支給により、生活保護に至る前

段階にある生活困窮者の自立を促すもので

す。 

 

本市には既に、要援護世帯総合支援体制(62

ページ)やコミュニティソーシャルワーカー

(61ページ)等、生活困窮者自立支援制度と一

部重複する考え方があることから、これらの

制度間の考え方を整える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「H26.4 生活困窮者自立促進支援モデル事業担当者連絡会議資料」 
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1.2.1 国の動向 

 

（３）地域福祉分野から見た「介護保険制度の改正」 

介護保険分野では今般、地域包括ケアの推進

の仕組みである地域包括ケアシステムの構築と

ともに、費用負担の公平化等の制度改正が行わ

れました。特に、地域包括ケアシステムの構築

に関しては、「新しい介護予防・日常生活支援

総合事業（新しい総合事業）」の創設により、

従来の介護予防事業が新しい総合事業に再編さ

れ、要支援認定者が対象に加わるとともに、介

護予防給付の一部（訪問介護・訪問看護）が市

の事業に移行されることとなりました。このこ

とから、介護予防はもとより、高齢者の生活全

般に関する地域に根ざした多様な支援体制の整

備が求められています。 

一方、当該事業の担い手側から見ると、地域

福祉活動団体との連携・協力が不可欠であり、

介護保険分野と地域福祉分野の連携・連動した

取り組みが求められています。 

本市においても、新介護保険制度の理念に基

づき、介護保険部門と地域福祉部門が相互に連

携した取り組みを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステム 

住み慣れた地域で、高齢者向け住宅や住宅改

修等、地域福祉課題に応じた住宅が提供される

ことを基本として、医療、介護、予防、福祉サ

ービスを含めた様々な生活支援サービスが、日

常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供され

る体制をいう。日常生活圏域とは、おおむね 30

分以内に駆けつけられる圏域であり、具体的に

は、中学校区を基本としている。 

資料：厚生労働省ホームページ「地域包括ケアシステム」 
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第２節 県の動向 

 

埼玉県では、埼玉県 5 か年計画の分野別計

画であり、埼玉県高齢者支援計画や埼玉県障害

者支援計画と連携した「（第１期）埼玉県地域

福祉支援計画」を平成 16 年に策定し、市町村

における地域福祉の取り組みを支援してきま

した。平成 27年 3 月には「（第 4期）埼玉県

地域福祉支援計画（計画期間：平成 27～29

年度）」が策定され、以下のとおり県による取

り組みが進められます。 

第 4 期計画では、地域包括ケアシステムの

考え方を応用し、高齢・障害・児童の分野を超

えて、複合的な課題に対応する体制づくりにつ

いて、示されています。 

本市では、県計画との整合を図るとともに、

特に、前述の考え方について検討を進めていく

必要があります。 

 

 

 

■県計画における施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基
本
理
念 

「
地
域
デ
ビ
ュ
ー
」、「
お
せ
っ
か
い
」、「
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
で
地
域
力
を
高
め
る
埼
玉
づ
く
り 

地域のケア
システムと
福祉力を統
合する基盤
づくり 

孤立を防ぎ、 
見守り、支 
え合う地域 
づくり 

地域福祉を
支える担い
手づくり 

福祉サービ
スを適切に
利用できる
環境づくり 

地域包括ケアシステムの考え方を応用した支援機能の拡充と地域の

福祉力との統合（21 ページ） 

介護保険制度の改正に対応するＮＰＯ・ボランティア団体の基盤整備 

社会福祉協議会との連携強化と民生委員・児童委員への支援を充実 

地域福祉の場・拠点づくりの促進 

孤立死などを防ぐ取組の促進 

災害時に備えた支援の取組を充実 

地域の商店や企業等と連携した支え合いの仕組みの拡充 

高齢化が急激に進む団地・ニュータウン再生の促進 

ＮＰＯ・ボランティア団体、自治会等の地域活動への支援 

地域福祉を担う住民の育成を拡充 

住民が地域福祉の課題を学び、考える機会（福祉教育・学習）の充実 

介護、保育等サービス人材の確保 

社会福祉法人、企業、大学等の社会貢献活動との連携強化 

生活困窮者対策の推進 

権利擁護体制の充実 

苦情解決制度及び事業者等の第三者評価、指導の充実 

誰にも優しいまちづくりの促進 

資料：埼玉県「第 4期埼玉県地域福祉支援計画」 
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1.2.2 県の動向 

 

■ 地域包括ケアシステムの考え方を応用した支援機能の拡充と地域の福祉力との統合（イメージ） 

認知症
カフェ

子育て
サロン

自治会役員

配食
サービス

介護予防
サークル

地域の中で困りごとを抱えている人

要保護児童
対策地域協議会

地域ケア個別会議
（高齢者）

生活困窮者
支援調整会議

障害者
の協議会

①課題の分野に応じた専門の支援検討会議で検討
②複合的な課題、公的サービスのはざ間の課題が
想定される場合は、分野を越えて、柔軟に必要な
関係者の参画を得て検討

社会福祉協議会

支援を検討する過程で、社会資源の不足（例；買い
物支援のボランティアがいないこと）が判明
→各福祉分野共通の地域課題として捉える
→市町村職員（調整リーダー）へ報告

･地域福祉 ･高齢者福祉
･障害者福祉 ･児童福祉
･生活保護 ･保健 etc 調整リーダー（事務分掌上の位置付け）

【市町村】組織内を調整する役割の明確化

地域課題を受け止め、
解決策を検討する場を主催

地域の中で困りごと を
抱えている人に気付 く

複 合的課題

総合力による支援を検討する機能（会議）の拡充

市町村社協、地域包括支援センター、社会福祉法人、ＮＰＯ等が分野を越えて相談に対応

住 民 の 気 付 き や 発 見 を 受 け 止 め る 仕 組 み

身近な地域
おおむね小学校区

日常生活圏域
おおむね中学校区

市町村単位

住民の福祉力を高める取組

診療所

事業者･企業NPO･ボランティア

社会福祉法人 民生委員自治会

商店･商店街地域活動のリーダー

地域課題の解決策を検討する場（又は地域ケア推進会議の機能拡充）［地域社会基盤の整備］

・市町村レベルの課題の解決策を検討する
・検討結果を地域にフィードバックして実践
・各種計画に新たな取組として反映

行政

支援を検討する機能
（会議）へつなぐ

困りごとを抱えている人に
ついて連絡

民生委員・児童委員

 
資料：埼玉県「第 4期埼玉県地域福祉支援計画」 
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第３節 統計等から見た本市の姿 

 

（１）人口減少と少子高齢化の同時進行 

本市の年齢 3 区分人口・割合の推移を見る

と、平成 27 年時点の総人口は 154,288 人

で、5 年前と比べ、3,600 人余り減っていま

す。 

また、その割合を見ると、老年人口（65歳

以上）のみ増加し、生産年齢人口（15～64 歳）

及び年少人口（14歳以下）の割合がともに減

少しており、少子高齢化が一段と顕著となって

います。 

 

本市の将来人口推計に基づく、年齢 3区分人

口・割合の推計を見ると、東京オリンピック開

催後となる平成 33 年時点の総人口は

146,927 人で、平成 27 年時点と比べ、

7,300 人余り減少するとみられます。 

また、平成 33 年時点での年齢 3 区分別人

口割合を見ると、老年人口が 31.7％と、およ

そ 3 人に 1 人が高齢者という社会が目前に迫

っています。 

■年齢 3区分人口・割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢 3区分人口・割合の推計 

 

17,452

(11.6%)
17,070

(11.4%)

16,713

(11.2%)

16,364

(11.1%)

16,015

(10.9%)

15,711

(10.7%)

92,273

(61.4%)
90,393

(60.4%)
88,762

(59.5%)
87,318

(58.9%)
85,969

(58.4%)
84,607

(57.6%)

43,165

(27.1%)
44,367

(28.2%)
45,228

(29.2%)
45,844

(30.0%)
46,272

(30.7%)
46,609

(31.7%)

152,890 151,830 150,703 149,526 148,256 146,927

0

40,000

80,000

120,000

160,000

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年

人

老年人口

生産年齢人口

年少人口

資料：政策企画課調べ（各年 1月 1日現在）    

※計数上、100％とならない場合があります。 

 

19,147

(12.3%)

18,943

(12.1%)

18,634

(12.0%)

18,351

(11.9%)

18,067

(11.7%)

17,884

(11.6%)

105,294

(67.7%)
103,790

(66.7%)
102,242

(66.0%)
99,364

(65.3%)
96,975

(62.7%)
94,672

(61.4%)

33,491

(20.0%)
34,494

(21.2%)
35,696

(21.9%)
37,835

(22.8%)
39,730

(25.7%)
41,732

(27.0%)

157,932 157,227 156,572 155,550 154,772 154,288

0

40,000

80,000

120,000

160,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

人

老年人口

生産年齢人口

年少人口

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告（各年 1月 1日現在）    
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

（２）一段と加速する超高齢社会 

高齢化のスピードの推移・推計を見ると、

10％を超えた平成 10 年から、20％を超える

まで 11年、その時点から 30％を超えるまで

9 年と、埼玉県や全国の状況と比べ、２倍以上

のハイペースで進行しています。 

また、後期高齢者人口割合の推移を見ると、

老年人口のうち、後期高齢者（75歳以上）人

口の割合は、平成 32年以降、全国・埼玉県を

上回り、平成 42 年にはおよそ４人に 1 人が

後期高齢者といった状況を迎えます。 

圏域別高齢化率の推移を見ると、日常生活圏

域別（介護保険制度において市内を 5 圏域に

区分したもの。）において高齢化が一段と進む

中、入曽・水野圏域や富士見・狭山台圏域が

30％目前となる一方、入間川・入間川東圏域

では 20％余りと、圏域により偏差が生じてい

ます。 

このため、高齢化への対応は、圏域の実情に

合わせ、適切に行っていく必要があります。 

 

 

■高齢化のスピードの推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■後期高齢者人口割合の推移        ■圏域別高齢化率の推移 

 
  

8.7
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16.3
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富士見・狭山台

入曽・水野堀兼・奥富・新狭山

柏原・水富

平成21年

平成26年

資料：福祉課調べ 

資料：介護保険課調べ（各年 10 月 1日現在） 資料：国立社会保障・人口問題研究所（各年 10 月 1日現在） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

（３）家族の規模の縮小化 

世帯数・1 世帯当たり人員の推移を見ると、

平成 27 年時点の世帯数は 66,173 世帯で、

5 年前と比べ、760 世帯余り増えており、総

人口と反比例しています。 

また、1世帯当たり人員は微減傾向にあり、

世帯の少人数化、すなわち「家族の規模の縮小

化」が進んでいます。 

 

一般世帯における人員別世帯数の推移を見

ると、平成22年時点の「1人世帯」が16,122

世帯、「2人世帯」が 18,132 世帯で、5 年前

と比べ、それぞれ約2,000世帯増えています。

特に「1 人世帯」は、一般世帯のおよそ 4 世

帯に 1 世帯の割合となっており、単身世帯が

急増しています。 

■世帯数・1世帯当たり人員の推移 

 

 

■一般世帯における人員別世帯数の推移 

65,406 65,639 65,908 65,324 65,712 66,173

2.41 2.40 2.38 2.38 2.36 2.33

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0

30,000

60,000

90,000

120,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

人世帯

１世帯当たり人員

世帯数

14,266

(24.2%)

16,122

(26.4%)

16,056

(27.3%)

18,132

(29.7%)

13,002

(22.1%)

12,821

(21.0%)

10,716

(18.2%)

9,671

(15.9%)

4,851

(8.2%)

4,217

(6.9%)

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

平成17年

平成22年

世帯

58,891

60,963

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告（各年 1月 1日現在） 

資料：国勢調査（各年 10 月 1日現在） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

（４）婚姻数・出生数の減少 

婚姻数・出生数の推移を見ると、平成 25年

の婚姻数は 738 件で、5 年前と比べ、80 件

余り減っています。また、平成 25年の出生数

は 1,008 人で、5 年前と比べ、180 人余り

減っています。単純には比較できませんが、平

成 25 年 1 月 1 日時点における 20 歳の方々

は 1,573 人（市民課調べ）となっており、今

後 20 年かけて、未成年者が 3 分の１程度減

少していくものとみられます。 

一方、合計特殊出生率の推移を見ると、平成

25 年の本市の合計特殊出生率は 1.13で、全

国・埼玉県と比較すると依然として低い状況で

す。 

 

 

 

 

 

 

■婚姻数・出生数の推移 

 

 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

825 765 774
701 733 738

1,197
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1,000

1,500

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

人

出生数

婚姻数

1.14

1.09

1.26

1.17 1.18

1.13

1.28 1.28
1.32

1.28 1.29
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資料：埼玉県人口動態総覧、埼玉県人口動態統計 

資料：埼玉県人口動態総覧、埼玉県人口動態統計              
※合計特殊出生率：15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、 
「１人の女性が一生の間に生む子どもの数」に相当するもの        
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

（５）地域福祉活動の状況 

自治会加入率の推移を見ると、平成 26年は

74.0％で、5 年前と比べ、約 2.7％減ってい

ます。東日本大震災以降、ご近所での迅速な助

け合いに「自治会」としての注目が集まる中、

自治会加入に向けた取り組みが求められてい

ます。 

社協登録ボランティアの推移を見ると、平

成 25 年度は209 人 20団体で、5年前と比

べ、2団体減っています。 

一方、ふれあいサロンの推移を見ると、平成

26 年度は 25団体で、5年前と比べ、1.5倍

に増えています。⇒コミュニティサロンの機能

別分類（67 ページ） 

ＮＰＯ法人数の推移を見ると、平成 25年度

は 32 法人で、5 年前と比べ、2.5倍に増えて

います。 

 

 

 

■自治会加入率の推移     ■社協登録ボランティアの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ふれあいサロンの推移    ■ＮＰＯ法人数の推移 
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資料：協働自治推進課調べ（各年 4月 1日現在） 資料：社協調べ（各年度末現在） 

資料：社協調べ（各年度現在。   

平成 26 年のみ同年 12 月末日現在） 

資料：埼玉県ＮＰＯ情報ステーション「ＮＰＯコバトンびん」 

（本市に事務所を置き、活動分野が保健・医療・福祉に限る） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

（６）公的福祉制度・サービス利用者の急増 

① 生活保護制度の状況 

公的福祉制度・サービス利用者数はいずれも

増加傾向にあります。 

生活保護受給者数・保護率の推移を見ると、

生活保護受給者数は過去最多を更新しており、

平成 25年度末時点では1,359 人と、5年前

と比べ、400 人余り増えています。また、保

護率は平成25年度末時点では0.88％となっ

ており、市民 113人に1人の割合となってい

ます。 

 

 

 

また、世帯類型別生活保護受給世帯数・生活

保護相談件数の推移を見ると、少子高齢化に伴

い、高齢者世帯が増加する中、平成 20 年 8月

のリーマンショック以降、働くことができる世

代が就労できないため、その他世帯が急増して

います。相談件数も平成21 年度以降、それま

でに比べ大幅に増加しました。 

働くことができる世代が生活保護制度を適

用することなく、社会生活に戻ることができる

しくみが必要であり、そうした背景を受け、平

成27年4月から生活困窮者自立支援制度（18

ページ）が始まります。 

■生活保護受給者数・保護率の推移 

 

 

■世帯類型別生活保護受給世帯数・生活保護相談件数の推移 
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0.84 0.88
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資料：福祉課調べ（各年度末現在） 

資料：福祉課調べ（各年度末現在） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

② 障害者福祉の状況 

障害者手帳別交付者数の推移を見ると、身

体障害者手帳や療育手帳（知的障害者）、精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている方の

人数（障害者手帳別交付者数）は、平成 25年

度時点では延べ 6,243 人で、5 年前と比べ、

1,100 人余り増えています。特に、近年、精

神障害者保健福祉手帳交付者数の増加が顕著

となっています。 

身体障害者手帳交付者の等級・種類・年齢区

分別割合を見ると、最重度の 1 級、肢体不自

由、65 歳以上の方の割合がそれぞれ最も多く

なっています。 

 

 

 

 

■障害者手帳別交付者数の推移 

 
 

 

■身体障害者手帳交付者の等級・種類・年齢区分別割合 

 
資料：障害者福祉課調べ（平成 25 年度末現在） 

  

3,886 3,955 4,245 4,326 4,452 4,502
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5,621 5,858 6,126 6,243
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2%
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30%

65歳以上
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資料：障害者福祉課調べ（各年度末現在） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

③ 子ども・子育て支援の状況 

保育所入所児童数と待機児童数（休職中を含

む。）の推移を見ると、平成 26 年4 月 1日時

点の保育所入所児童数は1,941 人で、5年前

と比べ、約 270 人増えています。 

就学援助を受けている児童・生徒数の推移を

見ると、平成 25年度末では 1,495人となっ

ています。 

児童虐待通告件数の推移を見ると、平成 25

年度は 61 件で、5 年前と比べ、約 1.4 倍に

増えています。 

  

 

■保育所入所児童数と待機児童数（休職中を含む。）の推移 

 

■就学援助を受けている児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

資料：学務課調べ（各年度末現在） 

■児童虐待通告件数の推移 
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資料：保育課調べ（各年 4月 1日現在） 

資料：こども課調べ（各年度） 

就学援助 

経済的な理由で学用品の購入や給食費の支

払等に困窮している、公立小・中学校に通う児

童・生徒の保護者に対して行う経済的援助をい

う。 

児童虐待 

児童虐待とは、親（親に代わる養育者）が子

どもの心身を傷つけ、健やかな成長・発達を損

なう行為をいう。児童虐待防止法では「虐待を

受けたと思われる児童を発見した場合は市や

警察等連絡しなければならない」と定めてお

り、これを「通告」という。 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

④ 高齢者福祉・介護保険の状況 

第 1 号被保険者における要介護等認定者数

及び認知症高齢者数の推移を見ると、平成26

年9月末日時点の要介護等認定者数は5,469

人で、5 年前と比べ、1,400 人余り増えてい

ます。要介護等認定者数の半数以上は「認知症

高齢者」であり、年々増加の一途にあります。 

高齢者虐待に関する受理件数の推移を見る

と、平成 25 年度の受理件数は 30 件で、3年

前と比べ、24 件増えています。 

地域包括支援センターにおける相談受理件

数の推移を見ると、平成 25 年度合計は

23,439 件で 4年前と比べ、11,200件余り

増えています。 

■第 1号被保険者における要介護等認定者数及び認知症高齢者数の推移 

 

■高齢者虐待に関する受理件数の推移 

 
資料：高齢者支援課調べ（各年度） 

一部において事由が重複しているため、事由と合計が一致しない。 

■地域包括支援センターにおける相談受理件数の推移 
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資料：高齢者支援課調べ（各年度） 

資料：介護保険課調べ（各年 9月末日現在） 
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1.2.3 統計等から見た本市の姿 

 

⑤ 市の決算・職員の状況 

市決算額の推移を見ると、平成 25年度時点

の総額は 716億円余りで、5年前と比べ、50

億円余りの増となっています。このうち、健康

福祉部門決算額は 450億円余りで、5年前と

比べ、約100 億円増えており、市の歳出全体

の 6 割余りを占めています。 

市職員数の推移を見ると、平成 26 年 4 月

1 日時点の市職員数は 924 名で、5年前と比

較し、93 名減っています。 

このうち、公的福祉制度・サービスの提供に

携わる健康福祉部門職員数は 276名で、市職

員全体の約 3 割を占めています。今後、公的

福祉サービスの提供にあたっては、その質と量

を担保し、市民サービスの向上を図りつつ、行

財政改革も同時に進めていくことが重要です。 

地域福祉施策の実施にあたっては、こうした

観点に基づき、効率よく、効果的に進めていく

必要があります。 

 

■市決算額の推移 

 

 

■市職員数の推移 
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資料：福祉課調べ（各年度）                         

※健康福祉部門決算額とは、一般会計（民生費の全部、衛生費の一部）及び 

特別会計（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の全部）をいう。  

資料：福祉課調べ（各年 4月 1日現在） 

※職員数に消防士を含まない。健康福祉部門職員とは、  

福祉こども部及び長寿健康部に配属された職員をいう。 
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第４節 地域住民の意識や価値観の変化 

 

（１）市や地域への愛着 

狭山市民意識調査報告（平成 26 年 3 月）

において、今後の居住に関する意向について聞

いたところ、「ずっと住み続けたい」または「で

きれば住み続けたい」と回答した方は合わせて

70.2％で、前回調査（平成 21 年 12 月）と

比べ、11.4％増えています。 

 

 

また、成人・親子アンケート調査（16 ページ）

において、地域に対する愛着について聞いたと

ころ、「とても愛着がある」または「ある程度

愛着がある」と回答した方は合わせて、成人の

75.9％、親子の 73.1％となりました。およそ

4 人のうち 3 人は、地域に愛着を持ち、住み

慣れた地域においていつまでも暮らしたいと

考えています。 

 

■今後の居住に関する意向 

 
 

■地域に対する愛着 
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資料：アンケート調査（平成26年1月）

児童・生徒の保護者

資料：成人・親子アンケート調査（平成 25 年 10 月） 

資料：狭山市民意識調査（平成 26 年 3 月） 

 

成人                   親子 
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1.2.4 地域住民の意識や価値観の変化 

 

（２）助け合いの意識 

成人・親子アンケート調査において、身の回

りのことや家事等の生活課題を解決するため

の「望ましい姿」について聞いたところ、「家

庭や地域住民だけで手助けできないときに、市

が手助けを行うべき」と回答した成人が

52.3％、親子が 56.7％となり、最も多くなり

ました。 

 

 

一方、ご近所で生活課題を抱える方がいた場

合の解決方法について聞いたところ、「支援を

したいが、自分のことで精一杯で、その余裕が

ない」と回答した成人が 31.3％、親子が

39.9％となりました。そのため、「支援」とい

うほど大げさなことではなく、まずは身の回り

の無理なくできる範囲から進めていけること、

または、気軽な支援としてどのようなことがで

きるかなどの周知をしていくことが必要です。 

 

■生活課題を解決するための「望ましい姿」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ご近所で生活課題を抱える方がいた場合の解決方法 
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資料：アンケート調査（平成26年1月）

児童・生徒の保護者
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資料：アンケート調査（平成26年1月）

児童・生徒の保護者成人                                    親子 

資料：成人・親子アンケート調査（平成 25 年 10 月） 

資料：成人・親子アンケート調査（平成 25 年 10 月） 

成人                                    親子 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

市及び社協は、地域住民のつながりを深める

とともにその幸せを高め、かつ地域福祉活動の

輪を広げるため、今後 6年（平成 27～32 年

度）の取り組みを示した「狭山市地域福祉推進

計画」を新たに策定しました。 

本計画における基本理念を「人が人をささ

え、みんなにやさしい、元気なまち」と定め、

この理念の下に基本目標（章・節）を掲げ、地

域福祉施策の総合的かつ計画的な推進を図り

ます。基本理念の実現に向け、地域住民、地域

福祉活動団体、市及び社協の役割を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域住民＞ 

○ 日頃からご近所と結びつ

くことにより、何かあったと

きは助け合える関係を築き

ます。福祉に関するさまざま

な問題を他人事とせず、その

関心を高め、ご近所の見守り

活動等に活かします。 

○ 病気や障害、介護の有無、

年齢に関わらず、それぞれが

持つ力を発揮します。また、

その解決が困難な場合は、本

人が周囲に相談し、または地

域住民の気付きにより、地域

住民が相互に支え合う環境

づくりに努めます。 

○ 「自分たちのまちは自分た

ちで守る」の考えのもと、自

治会や民生委員・児童委員活

動に参加・協力することで、

地域の支え合いを高めます。 

＜地域福祉活動団体＞ 

○ 地域福祉活動に携わる

地域住民がさらに増える

よう、市や社協に協力する

とともに、自らの活動を積

極的に発信します。 

○ 地域住民がいつまでも

健康であり続けるために

協力します。また、日常生

活に異変が生じているこ

とを発見したときは、市に

連絡します。 

○ 点在する地域福祉活動

団体をネットワークでつ

なぎ、顔の見える関係づく

りと情報共有等により、

個々のスキルアップに努

めます。 

＜市・社協＞ 

○ 地域住民と良好なつなが

りを築き、地域福祉への関

心を高め、その活動に携わ

る地域住民がさらに増える

よう、取り組みます。 

○ 生活困窮世帯をはじめ、

要援護世帯に対し、適切か

つ総合的に支援できるよ

う、取り組みます。 

○ 地域福祉に携わる多くの

地域住民がつながり、個々

の活動がさらに高まるよ

う、取り組みます。 

○ 各種地域福祉施策につい

て、企画立案・実践・検証・

改善を繰り返しつつ、取り

組みの実効性を高めます。 

＜基本理念＞ 

人が人を「さ」さえ、 

みんなに「や」さしい、 

元気な「ま」ち 

＜基本目標＞ 

１．地域住民相互のつながりを深めよう 

２．地域住民の幸せを高めよう 

３．地域福祉活動の輪を広げよう 
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第２節 基本目標 

 

（１）地域住民相互のつながりを深めよう 

「人が人をささえ、みんなにやさしい、元気

なまち」を実現するためには、地域住民同士が

日頃からつながりを保ち、地域にどのような福

祉課題があるか関心を高め、その解決に向けて

地域住民一人一人が行動に移すことが必要で

す。 

このため本章では、①災害時でも平時でも、

きちんと自助努力を果たすとともに、地域住民

のつながりを築く、②地域福祉への関心を高め

る、③地域福祉活動に参加する、と段階に応じ

た取り組みを示し、地域福祉の意識啓発、参加

を促します。 

 

（２）地域住民の幸せを高めよう 

住み慣れた地域において、いつまでも幸せに

暮らしたいと願う地域住民が多い中、要支援や

要介護状態となる高齢者も少なくありません。

また、さまざまな事情を抱え、心身に不調をき

たす方も増えつつあります。 

地域住民一人一人が健康増進または介護予

防に向けた取り組みを進めるとともに、ご近所

で生活に困っている方等がいれば、地域住民の

見守りや支え合い、相談支援機関へのつなぎ等

が必要です。 

このため、本章では、①健康を保つことを前

提としつつ、②心身に不安がある方は気軽に相

談ができ、また、③特に支援を必要とする方を

世帯として捉え、地域住民や地域福祉活動団体

との協働により、総合的に支援するなどの取り

組みを示し、地域住民の「福祉＝幸せ」を高め

ます。 

 

（３）地域福祉活動の輪を広げよう 

今般の介護保険制度改正により、今後、さま

ざまな地域福祉活動団体が誕生することが期

待されます。これらの団体の活動環境を安定さ

せていくためにも、いわゆる「ヒト・モノ・カ

ネ・情報等資源の不足」について、必要に応じ、

適切に助言または支援することが重要です。 

また、従来からの地域福祉活動団体の要であ

る「自治会」、「民生委員・児童委員」、「支部社

協」は、今後の地域福祉を考える上で、ますま

す重要なものとなりますが、人材・後継者不足

等も深刻であり、市と地域福祉活動団体との役

割分担と、活動に対する負担解消を同時に進め

ていく必要があります。 

本章では、①地域福祉活動の立ち上げ支援に

加え、②既存の地域福祉活動団体の活動活性化

を図り、③地域福祉活動の要となる団体への支

援等の取り組みを示し、地域福祉活動の質を高

め、活動の輪を着実に広げます。 
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第３節 施策体系 

 

 

 

 

 

 

基本理念「人が人をささえ、みんなにやさし

い、元気なまち」の実現に向け、この理念の下

に、以下の章・節・具体的な取り組みを掲げ、地

域福祉施策を総合的かつ計画的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本理念＞ 

人が人を「さ」さえ、 

みんなに「や」さしい、 

元気な「ま」ち 

＜第１章＞ 

地域住民相互のつながりを深めよう 

＜第２章＞ 

地域住民の幸せを高めよう 

＜第３章＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第１節＞ 

地域住民相互で助け合おう 

＜第２節＞ 

地域福祉への関心を高めよう 

＜第３節＞ 

地域福祉活動に参加しよう 

＜第１節＞ 

心身を健やかに保とう 

＜第２節＞ 

気になるときは相談・連絡しよう 

＜第３節＞ 

特に支援が必要な世帯を見守ろう 

＜第１節＞ 

地域福祉活動を育てよう 

＜第２節＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第３節＞ 

地域福祉活動団体に協力しよう 

＜第４章＞ 

地域福祉を着実に進めるために 
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第２部 協働の取り組み 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



 

- 38 - 

第１章 地域住民相互のつながりを深めよう 

第１節 地域住民相互で助け合おう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■

○ 内閣府の社会意識に関する世論調査にお

いて、地域での付き合いをどの程度している

か聞いたところ、「よく付き合っている」と

回答した方の割合が近年微減傾向となって

おり、地域の中のつながりが希薄化してきて

いることが伺えます。 

○ 成人アンケート調査及び親子アンケート

調査において、ご近所の困りごとについて聞

いたところ、「地域住民相互の交流不足・近

隣関係の希薄」と回答した方の割合が、成人

では 16.1％、親子では 10.3％となりまし

た。地域のつながりを深めるような取り組み

の必要性が高まっています。また、ご近所づ

きあいについての考えを聞いたところ、「日

頃から大切にしている」と回答した方の割合

が、成人では 29.4％、親子（保護者）では

32.3％となりました。万一の際だけではな

く、日頃から良好なご近所づきあいができる

ような関係づくりを促進していく必要があ

ります。 

○ 親子アンケート調査において、小中学生が

地域の大人にあいさつしているか聞いたと

ころ、「自分からあいさつし、相手もする」

と回答した方の割合が 58.4％、「相手から

あいさつされれば、自分もする」と回答した

方の割合が 32.1％となっており、約９割は

あいさつをしていることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

ご近所づきあいを「日頃か

ら大切にしている」と回答

した方の割合 

29.4％ 増加 

地域住民相互のあいさつや雑談に

より、ご近所・地域とのつきあいが

さらに深まっています。 

17.6

19.1

18.3

20.3

22.3

21.1

0 20 40

平成26年

平成25年

平成24年

平成23年

平成16年

平成14年

％

資料：社会意識に関する世論調査

<国>「よく付き合っている」

29.4

29.1

23.6

10.1

3.9

2.0

2.0

32.3

33.4

24.4

4.1

2.1

1.4

2.4

0 20 40

日頃から大切にしている

万一の際は、互いに助け合える

よう心がけている

顔や名前ぐらいは、知っている

プライバシーがあり、あまり

関わらないようにしている

関わりたくない、

またはその必要がない

その他

無回答

％

成人 児童・生徒の保護者

資料：成人アンケート、親子アンケート

ご近所づきあいについての考え

58.4

4.3

32.1

1.3

1.4

2.5

0 20 40 60 80

自分からあいさつし、

相手もする

自分からあいさつするが、

相手はしない

相手からあいさつされれば、

自分もする

相手からあいさつされても、

自分はしていない

お互いあいさつはしていない

無回答

％

児童・生徒

資料：親子アンケート

地域の大人にあいさつしているか
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2.1.1 地域住民相互で助け合おう 

 

○ 成人アンケート調査において、震災直後の

記憶について聞いたところ、「忘れてはいな

い」と回答した方の割合が 62.3％となりま

した。また、震災の前後を比べ、価値観や意

識において最も大きく変わったことを聞い

たところ、「災害をはじめとした危機意識」

と回答した方が 44.6％となりました。 

○ 一方、暮らしの中で本人や家庭が抱える悩

み・不安について聞いたところ、「災害・地

震」と回答した方の割合が 17.8％にとどま

っており、「健康・病気」（51.0％）や「老

後・将来」（45.8％）、「家計・金銭的なこと」

（30.9％）に比べ、低くなっています。東

日本大震災を契機に、災害に対する意識が高

まりをみせている中、各家庭・地域での取り

組み（話し合い、備蓄、防災訓練への参加等）

が求められています。 

○ 地域福祉活動団体アンケート調査におい

て、社協が取り組んでいる災害ボランティア

センターの認知度について聞いたところ、

「よく知っている」または「ある程度知って

いる」と回答した方の割合が、合わせて

74.6％となっており、認知度が高くなって

います。 

 

 

 

  

44.6

23.3

13.5

7.9

2.3

1.6

2.0

4.7

0 20 40 60

災害をはじめとした危機意識

大きな変化はない

住まい・建物の耐震化

自治会やご近所との結びつき、地域の絆

自主防災組織の設立

防災訓練への参加

その他

無回答

％

成人

資料：成人アンケート

震災前後で変わった価値観や意識

51.0

45.8

30.9

17.8

12.6

0 20 40 60

健康・病気

老後・将来

家計・金銭的なこと

災害・地震

家族の介護

％

成人
資料：成人アンケート

暮らしの中の悩み・不安（上位５位）

37.3

37.3

24.5

0.9

0 10 20 30 40 50

よく知っている

ある程度（名前ぐらい）

知っている

知らない

無回答

％

地域福祉団体

資料：地域福祉活動団体アンケート

災害ボランティアセンターの認知度
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2.1.1 地域住民相互で助け合おう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 自分でできることは、自分でしよう 

自分でできることは自分で行い、助けが

必要な時は、遠慮せずに助けを求めましょ

う。 

② ご近所づきあいを深めよう 

ご近所の方々と日頃からあいさつや雑談

を交わし、良好なご近所づきあいを大切に

しましょう。 

③ 地域とのつきあいを深めよう 

犬の散歩や買い物、自治会行事、公民館サ

ークルや趣味の活動等、定期的に会う方と

のあいさつや雑談を交わすなど、地域との

つきあいをさらに深めましょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 自助意識を広めよう 

「自分でできることは自分で行う。」、「助

けが必要な時は遠慮せずに助けを求める。」

などの自助に関する意識を地域に広めまし

ょう。 

② ご近所づきあいを広めよう 

日頃からご近所でのあいさつや雑談を交

わすなど、ご近所づきあいを大切にする雰

囲気を地域の中で広めましょう。 

③ 地域とのつきあいを広めよう 

日頃から地域でのあいさつや雑談を交わ

せるような雰囲気づくりに取り組むなど、

地域とのつきあいを広めましょう。 

 

 

 

除雪活動（平成 26 年大雪） 

サロン活動（笹井ふれあいの会） 

防災訓練（日生さやま台自治会） 

あいさつ運動（狭山台地域づくりを進める会） 
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2.1.1 地域住民相互で助け合おう 

 

【市】 

① 自助に関する意識啓発（新規） 

地域住民一人一人が自助に関する意識を

高められるよう、また、地域住民や地域福祉

活動団体が主体となった地域福祉の推進が

図られるよう、広報します。 

② あいさつ推進期間の制定（新規） 

自治会連合会、民生委員・児童委員協議会

（民児協）、支部社協等との協働により、新

たにあいさつ推進期間を検討・制定・広報し、

地域住民のあいさつ運動を側面から支えま

す。また、あいさつ運動を全市的に展開でき

るよう、広報します。 

③ 災害時要援護者支援事業の推進（継続） 

自治会連合会、民児協との協働により、災

害時要援護者としての同意書の提出及び個

別避難支援計画書の作成勧奨を行い、要援

護者の災害時の迅速な助け合いを促します。 

④ 福祉避難所の指定（新規） 

指定避難所での避難生活に支障がある障

害者等、要援護者に対応できる「福祉避難所」

について、特別養護老人ホームや障害者支

援施設等、既存の社会福祉施設を活用した

指定がなされるよう、関係施設に働きかけ

ます。 

⑤ 防災教育の推進（継続） 

さまざまな地域福祉活動団体と協働し、

日頃から地域とのつながりを持ち、災害時

の助け合いを促すための講座、研修会等の

地域福祉事業を開催します。 

【社協】 

① 福祉教育等を活用した地域住民相

互のつながりづくり（拡充） 

小中学校で行われる福祉教育において、

地域住民がボランティアとして行う福祉教

育を推進するとともに、支部社協の事業や

ふれあいサロンを通して、日頃から地域で

のあいさつが交わせるような雰囲気づくり

に取り組み、地域住民相互のつながりを広

げるよう努めます。 

② 災害時要援護者に対する日頃からの

見守り活動の推進（新規） 

災害時における地域住民相互の助け合い

は、災害時を意識した日頃からの見守り活

動が重要であるため、その活動内容等を積

極的に広報するなど、見守り活動の推進に

努めます。 

③ 災害ボランティアセンター運営スタ

ッフの育成（新規） 

災害ボランティアセンター立ち上げ訓練

を通して、災害時に地域住民が災害ボラン

ティアセンターの運営スタッフとして活動

できるよう育成に努めます。 

 

 

 

 

 

 災害ボランティアセンター立ち上げ訓練 
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第２節 地域福祉への関心を高めよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 近年、家族規模の縮小や人々の価値観・ラ

イフスタイルの変化等を背景として、社会志

向よりも個人志向を求める地域住民が増え

ており、地域や福祉への関心が薄れていると

みられます。 

○ 親子アンケート調査において、福祉に関し

て学校で学んだことがあるものについて聞

いたところ、「手話や点字」と回答した方の

割合が 68.2％と最も高く、次いで「教科書

や映像学習」（55.9％）、「体が不自由な方の

疑似体験」（51.3％）、「目が不自由な方の疑

似体験」（49.2％）となりました。一方、「特

にない」と回答した方の割合が 6.3％にとど

まっており、9割以上の児童・生徒が何らか

の福祉教育・学習を受けていることが伺えま

す。 

○ 親子アンケート調査において、保護者に対

し、家庭での福祉教育について聞いたところ、

「どう教えたらよいかわからない」と回答し

た方の割合が 2.8％ありました。少数ではあ

りますが、家庭での福祉教育についても、取

り組みを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

68.2

55.9

51.3

49.2

33.9

6.3

0 20 40 60 80

手話や点字などの技術を学ぶ

教科書や読本、テレビ、映像

を見て学習する

体が不自由な方の疑似体験

目が不自由な方の疑似体験

お年寄りの疑似体験

特にない

％

児童・生徒

資料：親子アンケート

学校で学んだこと（上位５位）

14.0

58.5

20.5

2.8

0.7

3.5

0 20 40 60 80

きちんと教えている

機会があれば教えている

あまりできていない

どう教えたらよいか、

わからない

その他

無回答

％

児童・生徒の保護者
資料：親子アンケート

家庭での福祉教育（高齢者等への配慮）

 25 年度 32 年度 

地域福祉計画を「知ってい

る」「名前ぐらいは知って

いる」と回答した方の割合 

28.1％ 増加 

地域住民における本計画の認知度

をはじめ、地域福祉に関する意識・

関心が高まっています。 
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2.1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

○ 地域福祉計画の認知度について聞いたと

ころ、「知っている」「名前ぐらいは知ってい

る」と回答した方の割合は、成人の３割弱、

親子（保護者）の約２割と低くなっています。

一方、地域福祉活動団体アンケート調査にお

いて、地域住民の地域福祉活動への積極的な

参加に必要なことについて聞いたところ、

「地域住民に対する意識啓発・広報」と回答

した方の割合が半数を超えており、意識啓発

の重要性が浮き彫りとなっています。 

○ 地域福祉への意識や関心を高める取り組

みとして開催した「地域のつながりと支え合

いを考える集い」における参加者アンケート

では、「地域のつながりの必要性を改めて感

じた」、「共助という言葉を初めて知った」な

ど、意識の醸成につながったという意見が多

く挙げられています。 

 

 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 地域福祉への意識を高めよう 

地域とのつながりをきちんと持ち、お互

いに助け合うなど、地域福祉への意識・関心

をさらに高めましょう。 

② 地域福祉の情報を集めよう 

市や社協の広報紙やホームページをはじ

め、地域福祉活動団体が発信する情報等を

集めるなど、地域福祉に関する情報に関心

を持ちましょう。 

③ 地域福祉事業に参加しよう 

「地域のつながりと支え合いを考える集

い」をはじめ、講座や研修会等に積極的に参

加しましょう。 

【地域福祉活動団体】 

① 地域福祉への意識を広めよう 

地域とのつながりをきちんと持ち、お互

いに助け合うなど、地域福祉への意識・関心

を地域に広めましょう。 

② 地域福祉事業に参加しよう 

地域福祉への意識や関心を高める取り組

みである「地域のつながりと支え合いを考

える集い」をはじめ、講座や研修会等に地域

住民が参加できるよう促しましょう。 

 

 

 

 

4.5

23.6

69.1

2.9

2.9

17.5

77.5

2.1

0 20 40 60 80 100

知っている

名前ぐらいは知っている

知らない

無回答

％

成人 児童・生徒の保護者
資料：成人アンケート、親子アンケート

地域福祉計画の認知度

58.2

55.5

51.8

30.9

28.2

0 50 100

地域住民に対する意識啓発・

広報

地域住民に対する地域福祉

活動等の情報提供

地域福祉活動を行う団体

に対する支援

市役所の地域福祉部門

（人・予算）の強化

地域住民に対する地域福祉団

体等の情報提供

％

地域福祉団体

資料：地域福祉活動団体アンケート

積極的な参加に必要なこと（上位５位）
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2.1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

【市】 

① 協働による地域福祉事業の推進（継続）  

さまざまな地域福祉活動団体と協働のも

と、日頃から地域とのつながりを持ち、何か

あったときにはお互いに助け合う意識を高

めるための講座、シンポジウム、研修会、パ

ネル展等の事業を開催し、地域住民の福祉

に関する意識啓発を図ります。特にパネル

展は、医療機関や大学、大型店舗等、集客力

のある施設での開催について検討します。 

② 会社から地域社会へのライフスタイ

ルの円滑な移行（新規） 

会社中心の生活にあった会社員等が定年

退職後、地域に愛着を持ち、社会的な居場所

を自ら確保できるよう、ライフスタイルの

円滑な移行を目的とした講座や学習会を開

催します。 

③ 福祉コミュニティの向上等に関する

講座等の開催（継続） 

「生涯学習まちづくり出前講座」におい

て、さまざまな行政情報を積極的に提供し、

地域・福祉コミュニティに関する意識啓発

を図るとともに、地域住民と行政が一体と

なったまちづくりの推進に努めます。 

④ 福祉等に関する意識啓発（継続） 

地域住民一人一人が基本的人権を尊重し、

差別や偏見のない地域社会をつくるための

人権啓発講演会を開催します。また、障害者

をはじめとする社会的弱者に対する偏見や

差別意識の解消、虐待防止、認知症への理解、

消費者被害防止等、地域住民の福祉等に関

する意識啓発を図ります。 

 

 

 

⑤ 広報の推進（継続） 

地域住民にとっていつでも、どこでも、福

祉をはじめとしたさまざまな行政情報が分

かりやすく、利用しやすく入手できるよう、

広報紙や公式ホームページをはじめ、モバ

イル、ソーシャルネットワーク等を活用し

た情報発信を図ります。また、障害者が使い

やすいようアクセシビリティに配慮した情

報発信に努めます。 

  

地域のつながりと支え合いを考えるパネル展 

地域のつながりと支え合いを考える集い 
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【社協】 

① 協働による地域福祉事業の推進（継続） 

市や地域福祉活動団体と協働し、地域と

のつながりや助け合いに関する講座、シン

ポジウム、研修会、パネル展等の事業を開催

し、地域住民の福祉に関する意識啓発を図

ります。 

② 福祉教育等のメニュー開拓（継続） 

小中学校等での福祉教育や彩の国ボラン

ティア体験プログラム等について、参加し

やすいメニューを開拓することにより、地

域福祉への関心が高まるよう努めます。 

③ 地域福祉活動団体が行う福祉教育の

推進（新規） 

PTAによる家庭教育・成人教育や企業に

よる福祉教育等、地域福祉活動団体が行う

福祉教育について、各種相談等の支援を行

うことにより、福祉教育を推進し、福祉への

関心が高まるよう努めます。 

④ 福祉出前講座の実施（継続） 

地域福祉に関する出前講座を実施するこ

とにより、福祉のまちづくりを推進します。 

⑤ 地域住民主体の地域福祉活動の広報（継続） 

地域住民主体による地域福祉活動を広報

紙等で積極的に紹介し、地域福祉への関心

が高まるよう努めます。 

 

 

 

2.1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

 

 

 

 

 

狭山台地区福祉講座 

地域福祉推進研修会 

福祉体験学習（入間川東小） 

社協マスコットキャラクター「こころちゃん」 



 

- 46 - 

 

 

第３節 地域福祉活動に参加しよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 地方分権がさらに加速する中、地域福祉活

動をはじめ、まちづくりへの地域住民の参画

は必要不可欠なものとなっています。このこ

とから、地域福祉活動への意欲を持った人材

を発掘・育成することが重要となっています。 

○ 成人アンケート調査において、現在行って

いる地域活動について聞いたところ、「特に

活動していない」と回答した方の割合が７割

弱となっており、地域福祉活動に取り組める

ような仕掛けが必要です。 

○ 成人アンケート調査及び親子アンケート

調査において、地域活動を始めた動機につい

て聞いたところ、「活動の趣旨・目的に賛同

したから」と回答した方の割合が半数近くと

なりました。今後、こうした方々の割合を増

やしていくためにも、地域福祉活動の適切な

情報提供が必要です。 

○ ご近所で生活課題を抱える方がいた場合

の解決方法（33 ページ）について聞いたとこ

ろ、成人アンケート調査では「ご近所に住む

者として、できる範囲で支援したい」が最多

となりました。一方、親子アンケート調査で

は「支援をしたいが、自分のことで精一杯で、

その余裕がない」が最多となりました。ご近

所において、できる範囲で無理なく支え合う

ようなきっかけづくり等が進むよう意識啓

発を図ることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.9

6.6

3.9

3.4

3.1

68.0

0 20 40 60 80

自治会活動

地域行事活動

ＰＴＡ活動

子ども会活動

健康増進活動

特に活動していない

％

成人

資料：成人アンケート

現在行っている地域活動（上位５位）

47.7

18.0

16.2

13.5

8.3

46.7

35.2

5.9

1.1

7.2

0 20 40 60

活動の趣旨・目的に

賛同したから

その他

自分の居場所を作ろう

と思ったから

仕事や子育て等が終わり、

時間に余裕ができたから

家族、友人等に困っている人が

いて、力になろうと思ったから

％

成人 児童・生徒の保護者

資料：成人アンケート、親子アンケート

地域活動を始めた動機（上位５位）

 25 年度 32 年度 

地域活動について「特に活

動していない」と回答した

方の割合 

68.0％ 減少 

地域福祉活動に参加する地域住民

が増えています。 
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2.1.3 地域福祉活動に参加しよう 

 

○ 地域活動を続けている理由について聞い

たところ、「地域の役に立つから」と回答し

た方の割合が成人アンケート調査、親子アン

ケート調査ともに４割半ばとなりました。 

 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 地域福祉活動に参加しよう 

さやま市民大学をはじめ、各種講座を受

講しましょう。また、学んだ成果を活かして、

地域福祉活動へ積極的に参加しましょう。

さらに、参加者同士で地域福祉活動団体を

立ち上げ、その活動を発展しましょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 担い手を増やそう 

地域福祉活動について地域住民に周知し、

地域の中で誘いあい、地域住民の参加につ

なげ、担い手を増やしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.6

30.1

20.7

13.9

10.5

45.2

27.1

1.7

7.0

5.5

0 20 40 60

地域の役に立つから

人脈を増やすから

心身の健康増進につながるから

息抜き・リフレッシュになるから

知識や技術が習得できるから

％

成人 児童・生徒の保護者

資料：成人アンケート、親子アンケート

地域活動を続けている理由（上位５位）

ふれあいカフェ（なないろ） 

地域ふれあいサロン（オアシス作業所を支える会） 

親子ふれあい田植え（杜の会） 

有償福祉サービス（ささえあい狭山） 
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2.1.3 地域福祉活動に参加しよう 

 

【市】 

① 福祉人材の育成（継続） 

福祉に関する講座を開催し、傾聴ボラン

ティアや子育てボランティア、認知症サポ

ーター等、福祉人材を育成します。 

② まちづくり等を担う人材の育成等（継続） 

活力ある地域社会の実現とまちづくり活

動につながる人材の育成を目的とする「さ

やま市民大学」において、まちづくりを担う

人材を育成するとともに、学びの成果を地

域社会のなかで活かせるよう、適切に支援

します。 

③ 地域福祉活動等情報検索システムの

利用促進（継続） 

地域に点在するさまざまな地域福祉活動

について、地域ポータルサイト「さやまルシ

ェ」において検索・閲覧できる地域福祉活動

等情報検索システム「ふれあいネット」の利

用を促し、地域住民の福祉活動への参加促

進を図ります。 

④ 地域福祉活動団体が行うイベント等

の情報発信（継続） 

地域福祉活動団体をはじめ、医療・福祉・

教育機関が行う地域福祉関係事業等につい

て、広報紙やホームページ等に掲載し、地域

住民の福祉への参加促進に努めます。 

⑤ 福祉人材養成に向けた協力（継続） 

市内大学等から現場実習生の受け入れ要

請に積極的に応え、社会福祉士や看護師等、

福祉人材の養成に貢献します。 

 

【社協】 

① 企業・大学等が行うボランティア活

動への支援（継続） 

企業・大学等からのボランティア活動の

申し入れについて、地域・福祉施設等との需

給調整を行い、企業・大学等が行うボランテ

ィア活動への支援に努めます。 

② 地域福祉活動団体が行うイベント等

の広報（継続） 

地域福祉活動団体が行うイベント等につ

いて、広報紙やホームページ等で広報する

ことにより、地域住民の福祉への参加促進

に努めます。 

③ 福祉人材養成に向けた協力（継続） 

市内大学等からの実習生を積極的に受け

入れ、社会福祉士や看護師等の福祉人材の

養成に貢献します。 

また、社協内に社会福祉士実習指導者養

成課程を修了した人材を配置し、実習生の

受け入れ体制を整備します。 

 

 

 

 

 

 

傾聴ボランティア養成講座 



 

- 49 - 

 

 

 

2.1.3 地域福祉活動に参加しよう 

 

■トピックス（住民主体による地域福祉活動の先進的事例） 

日生さやま台見守りセンターの取り組み 

日生さやま台では、地域住民主体による「見守りセンター」が設置されています。地域住民の

日常生活上の異変につき、近隣住民が見守りセンターに通報し、安否確認等が行われています。 

民生
委員

福祉
プラザ

自治会
役員

自治会員

【注】福祉プラザ：
ボランティア組織

高齢化が進行

見守りセンター発足の経緯
課題の認識と対策 関連組織

孤独死・孤立死が
相次いで報道

自治会役員は毎年総入れ替え

検討メンバーの固定化
プロジェクトの立ち上げ

見守りセンターの発足

プロジェクト立上

 

何日もの間、今までの様子と違って、

①新聞や郵便物がたまっている、

②全日点灯または消灯

③カーテン・雨戸等開閉無し、

④洗濯干しの状態が変わらない

⑤姿が見えない、

⑥呼び鈴、声かけ、電話応答無し

留守の可能性があっても、おかしいなと気付いた
ら、まずは見守りセンターへ電話して下さい。

異変察知

 

①見守り
の申込

④親族等
への連絡

通報受付

民生委員
福祉プラザ

警察官立ち会い

事前登録
緊急連絡先

障害のある方

日
生
さ
や
ま
台
自
治
会

見
守
り
セ
ン
タ
ー

ご近所、組長

急病？

独り暮らし、日中独居

高齢者のみ

異変？

救急医療情報セット内の
緊急連絡先

概要

 

異変通報後の行動基準

異変通報

留守？

現場急行

現場立ち入り

本人へ電話、呼び鈴操作、声かけ

緊急連絡先へ電話、留守等の確認、屋内立ち
入りの同意打診（連絡先同意書記入の場合）

急行隊には民生委員を優先して任命
留守かどうか再確認
民生委員、包括への照会後警察に同行を依頼

現場各箇所点検は２名以上の同伴
常時声かけを試みながら、本人の存否を確認
立ち入り時を除き、現場保存の原則を貫く
不在の場合その旨緊急連絡先に伝達

行動基準書より抜粋

 

民生
委員

福祉
プラザ

自治会
役員

見守りセンター員
自治会員

【注】福祉プラザ：
ボランティア組織

≧ 65

≧ 70

≧ 75

≧ 75 敬老会、誕生日お花プレゼント
≧ 70 古希祝金手渡し
≧ 65 単身・障害者 X’masプレゼント、水富地区お楽しみ交流会

青
空
サ
ロ
ン

月
１
回

自治会員

見守り
活動

日常の福祉活動と見守りセンター
多重見守り網 ４組織の連携

 

見守りセンター組織図と自治会との関連

自治会組織の活用
①回覧の利用
②自治会広報（年４回発行）の利用
③会員名簿の活用（隔年発行、名簿、規約、・・・、

見守りセンター案内）
④資金の活用（２５年度実績）

専用携帯電話：１万円、安全・安心カード等：１万円   
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第２章 地域住民の幸せを高めよう 

第１節 心身を健やかに保とう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 内閣府の国民生活に関する世論調査にお

いて、日頃の生活の中で、悩みや不安を感じ

ていることについて聞いたところ、「自分の

健康」や「家族の健康」と回答した方の割合

が上位２位、３位を占めました。また、そう

した方の割合は、年々増加傾向にあります。 

○ 成人アンケート調査において、暮らしの中

の悩み・不安（39ページ）について聞いたと

ころ、「健康・病気」と回答した方の割合が

約５割で最も多くなりました。健康に関する

不安を抱える人が多いことが伺えます。 

○ 全国の自殺者数は、自殺総合対策大綱が改

訂された平成 24年以降、２年連続で減少傾

向にありますが、依然として深刻な状況です。

また、精神障害者保健福祉手帳交付者数（28

ページ）は過去５年間で約 1.5 倍と、身体、

知的、精神の３障害中、最も増加率が高くな

っています。こうしたことから、こころの健

康づくりについても取り組みをさらに進め

る必要があります。 

○ 要介護等認定者数（30 ページ）は、過去 5

年間で約 1,500人増えており、その半数が

認知症高齢者です。今後も介護を必要とする

高齢者の増加が見込まれるため、介護予防の

取り組みを高めることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.9

49.7

41.9

41.0

35.2

0 20 40 60 80

老後の生活設計

自分の健康

家族の健康

今後の収入や資産の見通し

現在の収入や資産

％

資料：国民生活に関する世論調査

<国> 悩み・不安（上位５位）

32,325

32,552

32,155

33,093

32,249

32,845

31,690
30,651

27,858
27,283

20,000

25,000

30,000

35,000

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

人

資料：内閣府・警察庁統計

<国> 自殺者数

平成 年

 25 年度 32 年度 

暮らしの中での悩み・不安

として「健康・病気」と  

回答している方の割合 

51.0％ 減少 

健康づくりに励む地域住民が着実

に増えています。 

 

 

グラフ作成中 

（内閣府調査結果） 
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2.2.1 心身を健やかに保とう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 健康づくりへの関心を高めよう 

健やかなこころと身体の維持増進に向け、

地域住民一人一人が健康づくりへの学びを

深め、健康づくりに関する意識・関心をさら

に高めましょう。 

② 健康づくり活動に参加しよう 

地域で行われている健康づくりの活動や

講演会等に積極的に参加し、健康増進に努

めましょう。 

③ 介護予防活動に参加しよう 

誰もが加齢に伴い、介護が必要となるこ

とについてきちんと理解し、その予防に向

けた活動に積極的に参加しましょう。 

【地域福祉活動団体】 

① 健康づくりの風土を広めよう 

健康づくりに関する地域住民の意識・関

心を高め、健康づくりの風土を広めましょ

う。 

② 健康づくり活動を広めよう 

ラジオ体操をはじめ、青空サロンやコミ

ュニティサロン等、地域の中で健康づくり

の活動を広めましょう。 

③ 介護予防活動を広めよう 

地域包括支援センターや介護保険事業者

と連携して、介護についての理解を深める

活動を広めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産後ケア（さやマドレ） ふれあいサロン（ささえ愛つつじ野） 

枠・活サロン（狭山台地域づくりを進める会） 元気カレッジ 
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2.2.1 心身を健やかに保とう 

 

【市】 

① 健康づくり活動の推進（継続） 

健康づくり推進協議会、すこやか推進員

会、すこやか体操普及指導員連絡会の健康

づくり３団体との協働により、地域におけ

る健康づくり活動を推進します。 

② こころと体の健康づくりの推進（継続）  

疾病予防、こころの健康づくり、食育に関

する意識の普及啓発を図るための講座や学

習会等を開催します。また、疾病の早期発

見・治療により、疾病予防、重症化予防に向

けた取り組みをはじめ、こころと体に関す

る相談支援体制を推進します。 

③ 介護予防事業の推進（新規） 

高齢者等が要支援・要介護状態となるこ

とを予防するための講座等を開催します。 

また、介護保険法改正に伴う要援護者の

総合支援体制づくりに努めます。 

 

 

【社協】 

① 健康づくりに関する広報（新規） 

健やかなこころと体の維持増進に向けて、

健康づくりを中心とするふれあいサロン活

動の紹介や、支部社協をはじめ、地域福祉活

動団体が開催する健康づくりに関する講演

会を広報します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ちゃきちゃき倶楽部」修了生グループの活動 

「ちゃきちゃき倶楽部」修了生グループの活動 
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2.2.1 心身を健やかに保とう 

 

■トピックス（地域住民が主体となった健康づくり活動の概要） 

市の健康づくり３団体の取り組み 

市は、「第２次健康日本 21 狭山市計画・狭山市食育基本計画」に基づき、「健康づくり 3 団

体」を推進主体と位置付け、協働して健康づくりを推進しています。また、団体間の連絡調整等

を図るため「すこやかさやま連絡協議会」が組織されています。健康づくり 3 団体の取り組み

を紹介します。 

 

① 狭山市健康づくり推進協議会 

狭山市健康づくり推進協議会は、昭和 63年に狭

山栄養大学修了生が中心となって発足しました。平

成 26 年 12 月現在 65 名の会員が活動していま

す。 

保健センターや公民館、学校等において、料理教

室や体操教室を開催するとともに、ウォーキング等

の活動を行っています。 

 

② すこやか推進員会 

すこやか推進員は、地域における健康づくりの担

い手として、市内各自治会より自治会長の推薦をい

ただき、平成 4 年に発足しました。平成 26年 12

月現在 8 地区 105名で構成されています。 

活動は、主に自治会単位で行い、各地区の公民館

や集会所において「すこやか体操」「体力測定会」「ウ

ォーキング」等を行っています。 

 

③ すこやか体操普及指導員連絡会 

すこやか体操普及指導員連絡会は、「健康日本 21

狭山市計画」策定時にアクションプログラムとして

制作した「すこやか体操」を普及するため、平成 14

年に発足しました。平成26 年 12月現在 59 名の

会員が活動しています。 

各地域をはじめ、保育所や幼稚園、公民館、サピ

オ稲荷山等において、積極的にすこやか体操の普及

活動を行っています。 
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第２節 気になるときは相談・連絡しよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 近年、個人の抱える課題が多様化してきて

おり、例えば一つの世帯に要介護の親と障害

児がいるなどの複合的問題が生じたり、生活

に困窮する方への支援が社会問題化したり

するなど、相談内容が複雑・多様化していま

す。 

○ 成人アンケート調査及び親子アンケート

調査において、暮らしの中で本人や家庭に関

する悩み・不安について聞いたところ、何ら

かの悩み・不安を抱える方の割合が約８割に

達しています。また、それらの悩み・不安の

相談相手について聞いたところ、「家族・親

族」と回答した方の割合が約７割と最も多く

なっています。一方、「市役所」や「相談機

関」等、専門機関に対する相談は数パーセン

トであり、こうした相談支援機関について、

さらなる周知が必要です。 

○ 地域包括支援センターでの相談件数をは

じめ、日常生活自立支援事業に関する相談件

数、さやま成年後見センターにおける成年後

見制度に関する相談件数は、いずれも増加傾

向にあり、徐々に相談支援機関が認知されて

います。 

 

 

 

 

 

 

69.4

37.5

10.5

8.7

8.1

8.0

4.9

2.8

2.4

2.1

74.8

57.0

4.4

3.3

13.5

3.4

5.4

0.8

1.1

0.5

0 20 40 60 80

家族・親族

知人・友人

相談したくない、

自分で解決する

相談できる人や

相談先がない

職場の人

医療機関

隣近所の方

相談機関

市役所

福祉施設

％

成人 児童・生徒の保護者
資料：成人アンケート、親子アンケート

悩み・不安の相談相手

13,617 14,576
15,273

19,350
23,439

405 700 999 1,061 

97 158 0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

21 22 23 24 25

件

地域包括支援センターでの相談
日常生活自立支援事業に関する相談
さやま成年後見センターにおける成年後見制度に関する相談

資料：狭山市社会福祉協議会

各種相談件数

平成 年

 25 年度 32 年度 

悩み・不安の「相談できる

人や相談先がない」と回答

した方の割合 

6.7％ 減少 

気になることがあった時には、 

気軽に相談・連絡できる地域が増え

ています。 
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2.2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 相談先を把握しよう 

市や社協、地域にあるさまざまな相談支

援機関について、いざという時に相談でき

るよう、事前に把握しておきましょう。 

② 困ったときには相談しよう 

自分や家族のことで困りごとがあったと

きは、自分でできることは自分が行った上、

市や社協、地域にあるさまざまな相談支援

機関に相談しましょう。 

③ 異変に気づいたら連絡しよう 

ご近所において、生活に困っている人、社

会的に孤立している人、認知症等により、普

段の生活に異変が生じている人等を発見し

たときは、市に相談・連絡しましょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 相談支援機関の情報を広めよう 

市や社協、地域にあるさまざまな相談支

援機関について、いざという時に相談でき

るよう、地域の中で相談支援機関に関する

情報を共有し、広めましょう。 

② 異変に気づいたら連絡しよう 

ご近所において、生活に困っている人、社

会的に孤立している人、認知症等により、普

段の生活に異変が生じている人等を発見し

たときは、市に相談・連絡しましょう。 

③ 地域福祉課題を解決しよう 

日頃の活動や地域ケア会議等を通じて、

地域の中で生じている福祉課題の発見と、

解決に向けた取り組みを進めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センター 
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2.2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

 

【市】 

① 市の相談支援体制の推進（継続） 

福祉課をはじめ、市役所内の福祉部門窓

口や市民相談室、保健センターや青い実学

園等において、相談者の主訴を捉えた適切

な相談支援を実施するとともに、必要に応

じて福祉サービスの手続・助言・案内を行う

など、市における相談支援体制を推進しま

す。 

② 福祉の総合化に向けた研究（新規） 

本庁舎総合窓口において、地域住民の転

出や死亡等、ライフイベントに対応した公

的福祉サービスの手続案内が行えるよう検

討します。また、市民サービスの向上に向け、

福祉の総合化に関する研究を進めます。 

③ 地域における相談支援体制の充実（拡充） 

地域包括支援センターや障害者相談支援

事業所、子育てプレイス等、地域における相

談支援体制を推進します。特に、急速に進む

高齢化に対応するため、地域包括支援セン

ターの相談支援体制を強化します。 

④ 相談支援機関の周知（継続） 

地域における相談支援機関の役割や場所、

日時等について、広報紙やホームページ、リ

ーフレット等により広報し、その周知に努

めます。また、地域の相談支援機関において、

福祉講座や各種福祉サービス等に関する情

報が受けられるよう、情報発信の充実に努

めます。 

 

 

⑤ 地域における高齢者の福祉課題の解

消に向けた検討（継続） 

介護保険法に基づいて、日常生活圏域ご

とに開催する地域ケア会議において、高齢

者の地域における福祉課題の解消に向けた

検討を行います。 

⑥ 要援護高齢者等支援ネットワーク拡

充の検討（拡充） 

要援護高齢者等支援ネットワーク（高齢

者の日常生活異変に気付いた地域住民等の

連絡により、地域包括支援センター職員等

が安否確認等を行う仕組み。）について、孤

立死防止の観点から対象範囲の拡充に向け

た検討を行います。また、本ネットワークを

活用し、高齢者等に対する情報発信（意識啓

発・注意喚起等）について研究します。 

⑦ 福祉サービスの適正な利用促進に向

けた周知（継続） 

「生涯学習まちづくり出前講座」におい

て、さまざまな行政情報を積極的に提供し、

福祉サービスの適正な利用を促します。ま

た、公的福祉サービスが利用者に周知され、

適切な利用につながるよう、ホームページ

等での情報発信に努めます。 

 

 

 
地域ケア会議（富士見・狭山台地域包括支援センター） 
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2.2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

 

【社協】 

① 生活困難者への総合相談体制の整備（新規） 

経済的困窮、意思決定に対する障害等、日

常生活に困難さを抱えて社会的孤立状態に

ある世帯に対する総合相談ができるよう、

相談支援体制の整備に努めます。 

② 身近な地域でのボランティア相談等

の推進（新規） 

地域に密着したボランティア活動につい

て、情報の収集・発信を行うとともに、より

身近な地域でのボランティア活動の需給調

整ができるよう支援体制の整備に努めます。 

③ 成年後見人等への相談支援（新規） 

成年後見人等である親族や市民後見人の

活動を支援するため、権利擁護に関する法

律相談等の開催に努めます。 

④ 相談支援機関に関する広報の推進（継続） 

相談内容に応じた相談支援機関や相談事

例の周知等、相談支援機関に関する広報の

推進に努めます。 

⑤ 地域福祉課題の発見と解決に向けた

支援（新規） 

支部社協の事業やふれあいサロン、ボラ

ンティア活動等を通して、地域福祉課題の

発見と解決に向けた支援に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 社協相談窓口（イメージ） 
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第３節 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 平成 23 年に発生した東日本大震災をは

じめ、平成 24 年には「孤立死問題」が顕在

化しており、地域住民相互の助け合いや見守

り活動が重要となっています。 

○ ご近所で生活課題を抱える方がいた場合

の解決方法（33 ページ）について聞いたとこ

ろ、成人アンケート調査では「ご近所に住む

者として、できる範囲で支援したい」が最多

となりました。今後もご近所での助け合いや

見守りの必要性について周知し、ご近所での

支え合いを促すことが重要です。 

○ 後期高齢者の増加に伴い、要介護認定者数

（30 ページ）もこれに比例して増えていま

す。また、大規模集合団地等を中心に社会的

孤立に対するリスクが高まっているとみら

れます。一方、生活保護受給者数（27 ページ）

や障害者手帳交付者数（28 ページ）も増加し

ており、地域での見守りがさらに必要となっ

ています。 

○ 児童虐待通告件数（29 ページ）は、過去 5

年間で約 1.4 倍に増加しており、極端に無

視する、言葉で傷つける、心に不安やおびえ

を与えるなど、心理的虐待ケースが半数を占

めています。目に見えない虐待が増えている

ことから、地域での見守りが重要です。 

○ 日常生活自立支援事業の契約件数、社協に

おける成年後見制度の受任件数は、いずれも

増加傾向にあり、今後も必要な方が適切に利

用できるような周知が必要となります。 
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資料：狭山市社会福祉協議会

日常生活自立支援事業の契約件数
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資料：狭山市社会福祉協議会

成年後見制度の受任件数

 25 年度 32 年度 

ご近所に住む者として、 

できる範囲で支援したい

と回答した方の割合 

31.4％ 増加 

虐待や孤立、多問題、消費者被害

等、特に支援が必要な世帯に対し、

地域での見守りが進んでいます。 



 

- 59 - 

 

 

 

2.2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 虐待に気づいたら連絡しよう 

虐待は隠されていることが多いため、周

りの「もしかして…」という気づきが重要で

す。「虐待されているのでは」と気になる人

がいたら、市に相談・連絡しましょう。 

② 権利擁護事業を適切に利用しよう 

自分や家族の判断能力が低下している場

合をはじめ、今後、判断能力が低下していく

ことが予測されるときには、その人の権利

を守るため、権利擁護事業（成年後見制度や

日常生活自立支援事業）を利用しましょう。 

③ 消費者被害を防ごう 

消費者被害に遭わないよう、市や地域福

祉活動団体から発信される事例紹介や注意

事項をよく読み、被害防止に向けた知識を

身につけましょう。また、消費者被害と思わ

れるような場合は、警察に相談・連絡しまし

ょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 虐待防止に関する意識を広めよう 

虐待の具体的事例、通報の方法、通報者に

関する個人情報の保護等について周知し、

児童や障害者、高齢者への虐待防止に向け

た意識を地域に広めましょう。 

② 消費者被害防止に関する意識を広め

よう 

地域住民が消費者被害に遭わないよう、

事例紹介や注意事項を通じ、被害防止に向

けた意識を地域に広めましょう。 
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2.2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

【市】 

① 要援護世帯総合支援体制の推進（新規） 

公的福祉サービスの不適合等により、さ

まざまな地域福祉課題を抱える世帯に対し、

自助、共助、公助の適切な組み合わせにより、

総合的に支援する要援護世帯総合支援体制

（トータルサポート体制（ＴＳ）、62 ページ）

を推進します。特に、同体制を円滑に進める

ため、庁内に要援護世帯総合支援会議等を

設置し、要援護世帯に対する支援方針の決

定、モニタリングに取り組みます。 

② 福祉コミュニケーションサーバーの

活用（新規） 

健康福祉部門７課が持つ公的福祉サービ

ス利用情報を共有するシステム福祉コミュ

ニケーションサーバー（福祉ＣＳ、63 ペー

ジ）により、特に要援護世帯から発せられる

ＳＯＳに迅速に対応するとともに、ケース

ワーク、各種公的福祉サービスの手続案内、

災害時要援護者支援事業に活用します。 

③ 健康福祉部門職員のスキルアップ（継続） 

市の健康福祉部門職員に対し、制度理解

や対人援助技術、健康福祉部門の相互連携

に関する研修を実施し、そのスキルアップ

を図ります。 

④ 虐待防止の強化（新規） 

児童や障害者、高齢者の虐待防止に向け、

広く地域住民に対し、虐待の定義をはじめ、

早期発見・連絡の必要性等、意識啓発・注意

喚起を促します。 

 

⑤ 成年後見制度の利用促進（継続） 

認知症高齢者等をはじめ、要援護者が安

心して生活できるよう、成年後見制度に関

する広報を行い、その利用促進に努めます。 

⑥ 日常生活自立支援事業の利用促進（継続） 

福祉サービスの利用手続きや日常生活の

金銭管理等の支援を行う日常生活自立支援

事業の周知を図るとともに、円滑な利用を

促進します。 

⑦ ごみ処分問題の解消に向けた庁内検

討組織の設置・検討（新規） 

大量のごみを抱え、自ら処理することが

困難な事例が増えている現状に鑑み、ごみ

処分問題の解消に向けた庁内検討組織を設

置し、検討を進めます。 

⑧ 消費者被害防止に向けた意識啓発（新規） 

消費者被害を受ける高齢者等が増加して

いることから、被害防止に向けた意識啓発

を図るとともに、警察をはじめ、地域福祉活

動団体との連携により、高齢者等への注意

喚起を行います。 
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2.2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

【社協】 

① コミュニティソーシャルワーカーの

配置の検討（新規） 

制度の狭間や複数の地域福祉課題により、

既存の福祉サービスでは対応困難な世帯の

支援に取り組めるよう、窓口相談とともに、

地域に出向き、地域住民と一緒になって地

域福祉課題の解決に努めるようなコミュニ

ティソーシャルワーカーの体制整備を検討

します。 

② 社協職員のスキルアップ（継続） 

社協職員に対し、地域福祉課題を発見し、

対応するための各種研修を実施し、職員の

スキルアップを図ります。 

③ 権利擁護推進体制の整備・充実（継続） 

社協による法人後見が地域におけるセー

フティネットとなるよう、法人後見の受任

体制の整備・拡充に努めます。また、成年後

見制度の利用に至らない人については、日

常生活自立支援事業で対応ができるよう事

業の整備・拡充に努めます。 

④ 権利擁護に関する広報の推進（継続） 

成年後見制度に関する講演会や成年後見

制度・日常生活自立支援事業に関する福祉

出前講座等を開催するとともに、地域福祉

活動団体と連携し、権利擁護に関する広報

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コミュニティソーシャルワーカー 

制度のはざまや貧困・障害が絡む複合問題等、

既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の

解決に取り組む専門職をいう。高齢者や障害者

といった支援制度の枠組みにとらわれず、世帯

単位で当事者の生活課題に対応するための調整

役として、また、要援護世帯に対する個別支援・

住民活動のコーディネート・生活課題を解決す

るための新たなサービスの開発等の役割が期待

される。 
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2.2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

■トピックス（支援が必要な世帯に対する総合的な支援の仕組み） 

狭山市要援護世帯総合支援体制（トータルサポート体制、TS） 

狭山市要援護世帯総合支援体制は、公的福祉サービスの不適合等により、さまざまな地域福祉

課題を抱える世帯に対し、自助、共助、公助の適切な組み合わせにより、総合的に支援するしく

みです。 

狭山市要援護世帯総合支援（トータルサポート）体制図

要援護世帯
地域支援者
（近隣住民等）

①発見・相談

②通報・相談

③所管不特定や
多問題の場合、
事務局へ連絡

⑤要援護世帯に対
する家庭訪問等

⑦結果報告、
経過的見守りの依頼等

A課
（初期受け止め）

トータルサポート事務局
（福祉課・高齢者支援課）
（所管不特定ケース等の受け止め）

④福祉ＣＳによる基本的情報の収集
⑤要援護世帯に対する家庭訪問の実施
（関係機関に調査を依頼するか、
事務局職員が直接家庭訪問する）

⑥要援護世帯に対する支援方針の決定

関係機関
（地域包括支援センター）

調査依頼 結果報告

 

狭山市要援護世帯総合支援体制が想定する主な対象世帯

（１）引きこもり・閉じこもり

周囲との関わりの拒否、セルフネグレクト

（２）社会的排除、社会的孤立

特定の者に対する偏見や差別、外国人等（コミュニケーションに隔たり）

（３）公助の不適合

基準適用外（厳格な基準、私的理由）、柔軟性（散発的、簡易なニーズ）

（４）縦割りサービスの弊害

いわゆる「制度の狭間」の問題、総合的支援の視点（トータルサポート）の欠如

（５）公助につながらない潜在的ケース

利用者の価値観（行政の世話にはなりたくない）や理解困難（制度が理解できない）

（６）時代の要請

精神障害者の退院移行、認知症患者急増への対応

• 相談者の心情に配慮し、「市の職員に話して心が落ち着いた」と言ってもらえる体制の確立
• 平成23年度に庁内検討組織「福祉保健業務連携ワーキンググループ」設置
• 行田市トータルサポート体制、三郷市ふくし総合相談事業を土台に検討。
• 同報告に基づき、福祉ＣＳを平成25年度開発、平成26年10月から本稼働
• 平成25年度より厚生労働省「安心生活基盤構築事業」補助金に採択される
• 本体制を平成26年4月から仮運用。本運用に向けた課題検証中。

 

• 孤立に関する通報・連絡・相談

近隣住民、自治会役員、民生委員からの日常生活異変に関する通報

（新聞がたまる、ホームレス、最近顔を見なくなった等）

• 多問題を抱える世帯からの相談

生活困窮、介護と母子、病気の急性期にある世帯からの相談

• 認知症や精神障害の病識のない方に関する相談

近隣への迷惑行為等

ＴＳ事務局で通報や相談等を受理、福祉ＣＳで基本的情報を収集
⇒ 事務局で再度、要援護世帯の援護の必要性や緊急性について見立てる

⇒ 場合によっては、地域包括支援センターや障害者相談事業所等に割り振る。

⇒ 所管不特定ケースは、アウトリーチの実施（職員が家庭訪問・情報収集）

⇒ 事務局で要援護世帯の支援方針を決定（または、庁内検討組織でカンファレンス）

⇒ 支援方針に基づき、市と地域支援者の協働により、支援を開始

（例）近隣住民の見守り、民生委員の訪問・声かけ等

狭山市要援護世帯総合支援体制で起こったこと
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2.2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

■トピックス（ＩＣＴを活用した健康福祉行政の推進） 

福祉コミュニケーションサーバー（福祉ＣＳ） 

福祉コミュニケーションサーバーは、福祉課、障害者福祉課、こども課、保育課、高齢者支

援課、介護保険課等が所管する公的福祉サービスの利用状況データ（生活保護、障害者手帳、

児童扶養手当、保育所入所、高齢者世帯調査、要介護認定等）を福祉ＣＳに集積・更新し、個

人・世帯検索により、データが閲覧できるしくみです。公的福祉サービスに関するデータにつ

いて、所属ごとの縦割りから、個人・世帯の利用状況へと視点を変えることで、利便性の向上

を図ったものです。福祉ＣＳの活用により、要援護世帯に関する情報収集が迅速かつ正確に行

えるとともに、その後の公的福祉サービス利用の助言等、支援につなげます。 

また、福祉の総合化に向けた研究をはじめ、災害時要援護者支援事業に関し、福祉ＣＳが持

つデータを活用することで市民サービスの向上、災害時の迅速な助け合いにつなげていくこと

が可能となります。 

 

福祉ＣＳの生成イメージ

システムＡ 管理台帳ＤシステムＣシステムＢ

住民番号・判定フラグ

コミュニケーションサーバ

住記情報

 

福祉CS内のデータイメージ

住記情報

住民番号
氏名・住所

等
障害関係 介護関係 生保関係

1. 住民番号をキーにデータを名寄せし
て一本化する

2. 検索キーは住記録情報から
3. 住記録情以外は個人情報を含まない

 

福祉CS 個人検索・閲覧画面イメージ

カナ、生年月日等から個人検索
各課の制度・サービス利用歴を網羅的に閲覧できる

 

福祉CSを中心とした全体イメージ

福祉CS

要援護者
台帳

本庁舎
総合窓口

被災者支援システム
（将来的に）
統合型ＧＩＳ
（道知る兵衛）

（将来的に）

福祉の総合化

要援護世帯総合支援
（トータルサポート）

体制

福祉健康部門の
各システム福祉健康部門の

各システム福祉健康部門の
各システム福祉健康部門の

各システム福祉健康部門の
各システム

ＮＧ

住基ネッ
トからの
住民情報
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第３章 地域福祉活動の輪を広げよう 

第１節 地域福祉活動を育てよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 内閣府の市民の社会貢献に関する実態調

査（平成 25年度）において、ボランティア

活動に対する関心の有無について聞いたと

ころ、関心があると回答した方が 58.3％と

なりました。このうち、18.9％の方は、東

日本大震災発生後、関心を持つようになった

と回答しており、ボランティア活動に対する

関心は高まっています。 

○ 社協登録ボランティア（26 ページ）におけ

る個人・団体ボランティアは、ほぼ横ばいと

なっており、こうした人材や団体を育成して

いくことが必要です。 

○ 高齢化が一層進む中、ふれあいサロン（26

ページ）を増やす必要があります。また、対

象者を介護者や認知症患者等に特化するな

ど、地域福祉課題に対応したコミュニティサ

ロンが求められます。⇒コミュニティサロン

の機能別分類（67ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.4

18.9

36.3

3.9

1.6

0 10 20 30 40 50

関心がある

（東日本大震災発生前から）

関心がある

（東日本大震災発生後）

あまり関心がない

全く関心がない

その他

％

資料：市民の社会貢献に関する実態調査

<国> ボランティア活動に対する関心の有無

 25 年度 32 年度 

市の地域福祉活動環境整

備事業補助金の交付を受

けた累計団体数 

10 団体 増加 

コミュニティサロンをはじめと 

して、地域住民が主体となった地域

福祉活動が増えています。 

コミュニティカフェ（ゆうあい） 
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2.3.1 地域福祉活動を育てよう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① コミュニティサロン等に参加しよう 

地域で行われているコミュニティサロン

や地域福祉活動に、利用者または担い手と

して参加しましょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① コミュニティサロンを開設しよう 

さまざまな年齢層が参加でき、相互に交

流ができるコミュニティサロンを開設しま

しょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コミュニティカフェ（けやの森カフェ） 

コミュニティカフェ（ココベリー） 

ふれあいサロン（わかば） 

ふれあいサロン（すずらん北） 

ふれあいサロン（こぶし） 

見守り活動（ささえあいグリーンハイツ） 
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2.3.1 地域福祉活動を育てよう 

 

【市】 

① コミュニティサロンの設立支援（拡充） 

コミュニティサロンが地域に設立される

よう、地域福祉活動団体に働きかけます。 

特に、地域住民を対象とした多機能型サ

ロンの設立支援に努めます。 

 

② 新規地域福祉活動団体の設立促進（継続） 

地域住民等が主体となり、新たに見守り、

孤立予防、生活支援サービス等をはじめと

した活動を行う地域福祉活動団体の設立促

進を図ります。 

③ 新たな地域福祉活動に関する広報の

推進（継続） 

地域福祉活動団体による新たな地域福祉

活動が広く地域住民に認知・理解されるよ

う、福祉関係の各種会議・研修会での事例紹

介、ホームページへの掲載を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【社協】 

① ふれあいサロン等の登録促進（継続） 

設置されたコミュニティサロンが「ふれ

あいサロン」として登録され、地域住民への

周知をはじめ、担い手のスキルアップ、団体

相互の情報交換等に結び付くよう支援しま

す。 

② ボランティア団体等の設立支援（継続） 

ボランティアスクールや地区福祉講座の

修了者等が新たにボランティア団体を立ち

上げる場合のサポート体制の整備・拡充に

努めます。 

③ 活動資金についての広報の推進（継続） 

赤い羽根共同募金の配分や地域福祉活動

団体の活動に対する民間助成金についての

情報を広報し、助成金等の有効活用が図れ

るよう努めます。 

④ 新たな地域福祉活動に関する広報の

推進（継続） 

地域福祉活動団体による新たな地域福祉

活動が広く地域住民に認知・理解されるよ

う、広報紙やホームページによる広報を推

進します。 

 

  

  

休耕田カフェ(ジョイライフさやま) 
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2.3.1 地域福祉活動を育てよう 

 

■トピックス（地域住民の交流促進、孤立・疾病予防等の取り組み） 

コミュニティサロンの機能別分類 

地域住民の社会的孤立を防止するとともに、いつまでも元気にいきいきと暮らすため、地域住

民有志が身近な地域に開設・運営する「誰もが気軽に立ち寄れる場」をいいます。高齢者や障害

者、子育て家庭の親等、外出機会が少ないとされる方々を対象としたサロンが一般的です。 

今後、認知症患者、介護者、居場所のない青少年等、特定テーマに対応したサロンも必要です。 

コミュニティサロンには、以下の種類があります。 

（１）多機能型サロン 

広く地域住民を対象としたサロンをいいます。コミュニティカフェもこれに含みます。 

（２）サロン 

高齢者や子育て家庭の親等、対象者を特定したサロンや、認知症や介護者を対象とした特

定テーマに関するサロン等をいいます。 

（３）ふれあいサロン 

コミュニティサロンのうち、社協に登録したサロンをいいます。 

 

世代間交流が高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収益性が高い 

コミュニティサロン 

 

飲食店 

・有資格者による営業 

・利益を追求 

 

ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン 

社
協
に
登
録
し
た
サ
ロ
ン 

青空サロン 

健康増進が目的 

 

 

 

多機能型サロン  

地域住民対象 

・飲食・喫茶店 

・ファミレス 

・ファストフード店 

・スポーツクラブ 

・カルチャークラブ 

・カラオケ等 

対象者を特定

したサロン 
・子育て家庭の親 
・障害者 
・高齢者 

特定テーマ

によるサロン 
・認知症患者 
・介護者 
・青少年の居場所 

コミュニティカフェ 

コミュニティ・ビジネス 
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第２節 地域福祉活動の輪を広げよう 

■目標■ 

 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 内閣府の市民の社会貢献に関する実態調

査（平成 25年度）において、国・地方自治

体への要望について聞いたところ、「ボラン

ティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等に関する

情報提供や情報発信を充実すべき」と回答し

た方の割合が約４割となり、地域福祉活動団

体に対する支援が求められています。 

○ 地域福祉活動団体アンケート調査におい

て、他団体との勉強会や意見交換会、交流等

について聞いたところ、「すでに定期的に行

っている」、「不定期ではあるが行っている」

と回答した方の割合が８割弱を占めました。

また、他団体との交流目的について聞いたと

ころ、「お互いが持つ情報をやりとりするた

め」、「お互いの活動の連携を図るため」と回

答した方の割合が約７割を占めました。今後

も地域福祉活動団体相互の交流・情報共有を

進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

41.3

36.5

31.8

24.9

18.1

0 10 20 30 40 50

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等

に関する情報提供や情報発信を充実すべき

ボランティアを行いたい人と、受け入れる

人を結びつける人を養成・支援すべき

ボランティア活動のための休暇・休職制度

の普及を行うべき

ボランティア活動の学習機会を充実すべき

特になし

％

資料：市民の社会貢献に関する実態調査

<国> 国・地方自治体への要望（上位５位）

36.4

41.8

19.1

1.8

0.0

0.9

0 10 20 30 40 50

すでに定期的に

行っている

不定期ではあるが

行っている

行う予定である

必要性を感じるが、

機会を持てていない

必要がない

無回答

％

地域福祉団体

資料：地域福祉活動団体アンケート

他団体との勉強会や意見交換会、交流等

 25 年度 32 年度 

他団体・事業者との勉強会

や意見交換会、交流等を

『行っている』と回答した

地域福祉活動団体の割合 

78.2％ 増加 

地域福祉活動団体の相互交流・ 

情報共有が進められることにより、

その活動が高まっています。 

43.6

73.6

73.6

8.2

1.8

0 50 100

構成員のスキルアップ

のため

お互いが持つ情報をや

りとりするため

お互いの活動の連携を

図るため

その他

無回答

％

地域福祉団体

資料：地域福祉活動団体アンケート

他団体との交流目的



 

- 69 - 

 

 

 

2.3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

 

○ 地域福祉活動団体アンケート調査におい

て、活動上の課題について聞いたところ、「構

成員の高年齢化」と回答した方の割合が４割

強、次いで「財源の確保」が約３割となりま

した。地域福祉活動団体が抱える課題を解消

していくための仕組みを整備していくこと

が必要です。 

 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 地域福祉活動を把握しよう 

地域福祉活動団体や企業、大学等による

先進的な取り組みについて、市や社協等が

主催するパネル展やホームページ等で把握

しましょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 他の地域福祉活動を支援しよう 

障害者団体や子育てサークル、高齢者の

健康増進・いきがい支援等、地域の中で行わ

れている地域福祉活動を支援しましょう。 

② 社会福祉会館を利用しよう 

地域福祉活動拠点である社会福祉会館を

利用しましょう。 

③ 他の地域福祉活動団体と交流しよう 

見守りや孤立予防、生活支援サービス等

の各種の地域福祉活動団体が集まる研究会

や各種ネットワークに参加することにより、

地域福祉活動団体間の交流や情報共有、先

進事例検討、構成メンバーのスキルアップ

を行いましょう。 

 

 

45.5

32.7

25.5

23.6

17.3

11.8

10.0

9.1

8.2

8.2

10.0

4.5

0 50

構成員の高年齢化

財源の確保

構成員の育成

連携の強化（地域）

活動ＰＲの強化

連携の強化（他団体）

活動場所の確保

連携の強化（社協）

連携の強化（行政）

なし

その他

無回答

％

地域福祉団体

資料：地域福祉活動団体アンケート

活動上の課題

ボランティア部の活動（秋草学園高等学校） 

秩父市での除雪ボランティア（八千代工業株式会社） 

復興ボランティア（西武文理大） 
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2.3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

 

【市】 

① 地域福祉活動推進研究会の設置（新規） 

地域住民主体による地域福祉活動をさら

に高めるため、地域福祉活動者の学びと交

流の促進を図ることを目的とした地域福祉

活動推進研究会を設置します。 

② 地域福祉活動団体に対する支援（継続） 

障害者団体や子育てサークル、高齢者の

健康増進・いきがい支援等、地域住民主体に

よる各種の地域福祉活動団体の活動を支援

します。 

③ 社会福祉会館の利用促進（継続） 

社会福祉会館が地域福祉活動団体にとっ

てさらに活動しやすい施設となるよう、社

会福祉会館の利用促進に向けた環境整備に

努めます。 

④ 先進的な地域福祉活動に関する情報

発信（継続） 

地域福祉活動団体をはじめ、企業や大学

等による先進的な取り組みが広く地域住民

に認知・理解されるよう、福祉関係の各種会

議・研修会での事例紹介、パネル展の開催、

ホームページへの掲載等の情報発信に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【社協】 

① ネットワークを活用した地域福祉活

動団体に対する運営支援（継続） 

ふれあいサロンのネットワークや無償・

有償のボランティアのネットワークを活用

し、運営ノウハウの蓄積を図るなど、地域福

祉活動団体に対する運営支援の推進に努め

ます。 

② 当事者団体への活動支援と交流促進（継続） 

子育て、介護、障害等、お互いの経験をも

とにした相談や地域福祉課題の解決に向け

た取り組みを行う当事者団体への活動支援

をするとともに、当事者団体相互の交流の

促進に努めます。 

③ 無償・有償のボランティアに関する

総合的需給調整の推進（継続） 

ボランティアセンターの機能強化のため、

無償・有償のボランティアに関する需給調

整が効果的に行われるよう総合的な需給調

整の推進に努めます。 

④ 支部地域福祉活動計画の推進（新規） 

支部地域福祉活動計画の推進のため、支

部社協と連携し、支部地域福祉活動計画の

進行管理に努めます。    

⑤ 地域福祉懇談会（地域福祉意見交換

会）の開催（新規） 

地域または地域住民が抱える福祉課題を

共有し、その解消や緩和に向け、支部社協の

圏域において、次期地域福祉推進計画作成

のため地域福祉懇談会（地域福祉意見交換

会）を開催します。 
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2.3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

 

■トピックス（地域福祉活動者の学びと交流の場） 

地域福祉活動の推進に向けた研究会の設置イメージ 

内容 地域福祉活動者の学びと交流の促進を図る 

１．地域福祉活動に関する先進的事例研究 

２．地域福祉活動者のスキルアップ 

３．地域福祉活動団体相互の交流または情報共有 

４．その他、地域福祉活動の推進に関すること。 

回数・時間 年６回（隔月第２土曜日午後を予定） 

１回あたり２時間（式 10分、講演 80 分、ふりかえり 30分） 

場所 狭山元気プラザ（予定） 

企画・立案 地域住民や学識経験者等で幹事会を設置し、年間計画を策定。 

事務局 市（福祉課）及び社協の合同事務局とする。 

合同事務局が会場・講師調整、参加者募集、アンケート調査等を担う。 

講師（想定） 地域福祉活動実践者をはじめ、学識経験者、社会福祉事業者、行政職員等 

メンバー 

（想定） 

地域住民をはじめ、さやま市民大学受講生や地域福祉活動者等が対象とな

る。メンバーとしての事前の登録は必要としない。 

・地域住民、住民が主体となった地域福祉活動団体の役員等 

・事業者（企業、ＮＰＯ法人、介護保険事業者、相談支援機関職員等） 

・地縁団体（自治会、民生委員・児童委員、支部社会福祉協議会役員等） 

・学識経験者（福祉系大学教員、教育関係者等） 

・職員（市、社協） 

 

 

 

 

 

 

  

狭山元気プラザ 
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第３節 地域福祉活動団体に協力しよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■現状と課題■ 

○ 成人アンケート調査において、社協が行っ

ている各種事業・サービスの認知度を聞いた

ところ、「あまりよく知らない」と回答した

方の割合が４割以上となっています。 

○ 成人アンケート調査において、民生委員・

児童委員の認知度について聞いたところ、

「知らない」と回答した方の割合が約４割と

なりました。一方、「民生委員・児童委員の

役割（73 ページ）と担当民生委員・児童委員

の氏名の両方を知っている」は17.3%にと

どまっています。 

○ 成人アンケート調査において、現在行って

いる地域活動（46ページ）について聞いたと

ころ、「自治会活動」と回答した方の割合が

最も多くなりました。一方、自治会加入率（26

ページ）は、自治会加入のメリットがないと

考える人の増加等を背景として微減傾向と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.0

25.5

18.2

14.0

13.6

43.9

0 20 40 60

社協だより「ふれあい」

老人福祉センター

ふれあいサロン

会食会・配食サービス

ファミリー・サポート・センター

あまりよく知らない

％

成人
資料：成人アンケート

社協が行っている各種事業・サービスの認知度

9.9

17.3

30.7

40.3

1.8

0 20 40 60

民生委員の役割は知らないが、担

当民生委員の氏名は知っている

民生委員の役割と、担当民生委員

の氏名の両方を知っている

民生委員の役割は知っているが、

担当民生委員の氏名は知らない

知らない

無回答

％

成人
資料：成人アンケート

民生委員・児童委員の認知度

 25 年度 32 年度 

民生委員・児童委員の役割

を知っていると回答した

方の割合 

48.0％ 増加 

自治会や民生委員・児童委員、  

支部社協等の活動を理解し、協力 

する地域住民が増えています。 
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2.3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

■協働の取り組み■ 

【地域住民】 

① 地域福祉の要を担う団体を理解しよう 

地域福祉活動に取り組む、自治会や民生

委員・児童委員、社協の意義や役割について

理解しましょう。⇒自治会の役割、民生委

員・児童委員の役割 

② 自治会に加入しよう 

最も身近な地域コミュニティを担う自治

会に、加入しましょう。また、自治会内での

交流を深めるため、自治会行事に参加しま

しょう。 

 

【地域福祉活動団体】 

① 地域福祉の要を担う団体の活動に協

力しよう 

地域福祉の要を担う自治会や民生委員・

児童委員、社協の活動に協力しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生委員・児童委員の役割 

民生委員・児童委員は、給与や報酬の支給を受

けない特別職の地方公務員で、地域住民に何か

困りごとがあれば、相談支援機関につなぐ大事

なパイプ役も務める等、地域における福祉活動

の中心的な役割を担う。民生委員・児童委員は、

民生委員法に基づいて次のような活動を行う。 

○ 福祉に関する困りごとや悩みごと等の相談 

○ 支援が必要な方が公的福祉サービス等を適

切に利用できるよう、相談支援機関へつなぐ

こと 

○ 支援が特に必要な方を発見した場合の通

報、行政等との連携 

○ 地域住民からの申請に基づく各種証明書の

交付 

○ 行政からの依頼に基づく新生児・高齢者世

帯の訪問調査 

※ 民生委員・児童委員とは別に、児童福祉法に

基づいて活動する主任児童委員も配置されて

いる。 

自治会の役割 

自治会は、地域に住む人が、安心して子育てが

でき、子どもが遊び、高齢者や障害者も不安を持

たずに生活することができる「住みよい地域」づ

くりを進めるために、自主的に運営する。 

お互いに助け合い、地域のさまざまな問題を

みんなで考え、解決するための活動を行う。 
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2.3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

 

【市】 

① 地域福祉活動団体への支援（継続） 

地域福祉活動に取り組む自治会連合会、

民児協、支部社協等の活動を支援します。 

② 地域福祉活動の推進に関する広報（継続） 

地域福祉活動に取り組む自治会連合会、

民児協、支部社協の意義や役割について、地

域住民の理解が深められるよう広報します。 

③ 民生委員・児童委員の確保（拡充） 

民生委員推薦会が定める方針のもと、地

域福祉活動団体との連携により、民生委員・

児童委員の定数確保に努めます。特に、その

欠員が長期にわたって生じている地区につ

いては、候補者選出方法の見直しを図りま

す。 

④ 民生委員・児童委員活動の見直し（拡充） 

民生委員・児童委員は、法令等により、県

や市、社協からの依頼事項が年々増加して

いることから、民児協と市職員との意見交

換会を開催し、依頼事項を見直すなど、その

負担軽減に向けた取り組みを進めます。 

⑤ 地域福祉活動団体相互の意見交換（新規） 

自治会連合会役員及び民児協役員による

意見交換会を定期的に開催し、共通する地

域福祉課題の解消に向け、検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 自治会の加入促進（継続） 

地域の最小単位であり、最も身近な地域

コミュニティを担う自治会は、日頃はもと

より災害時における迅速な助け合い組織の

要となることから、地域住民の自治会加入

促進に向けた広報を行います。特に、講座や

シンポジウム、研修会等、地域福祉関係事業

の参加者に対し、自治会加入に向けた周知

に取り組みます。 

 

新生児訪問イメージ（民生委員・児童委員） 

高齢者世帯調査イメージ（民生委員・児童委員） 
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【社協】 

① 支部社協の活動への支援（継続） 

支部社協の活動に関し、福祉委員のあり

方や圏域内の地域福祉活動団体との協力体

制のあり方について検討し、支部社協の身

近な互助機能が効果的に発揮できるよう支

援に努めます。 

② 民児協への支援（継続） 

社協の事業で民生委員・児童委員の活動

に役立つ内容について紹介をするなど、民

児協への支援に取り組みます。 

③ 自治会等が行う地域福祉活動への支

援（新規） 

地域コミュニティを担う自治会等が行う

地域福祉活動を支援するため、助成制度の

整備・充実に努めます。 

④ 地域福祉活動団体のリーダーに対す

る研修支援の推進（新規） 

地域福祉活動団体のリーダーに対し、そ

れぞれの団体に応じた研修情報の提供や有

償の研修参加費の助成を行うことにより、

地域に先進的な福祉活動の情報を還元でき

る仕組みづくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

 

 

⑤ 支部社協の事業への参加促進（継続） 

支部社協が行っている事業に参加し、ま

た、その担い手となれるよう、支部社協の事

業について、地域住民や関係機関に広報し

ます。 

⑥ 社協活動への理解の促進（新規） 

社協の相談機能やネットワーク等の社会

資源が有効に活用されるよう、社協の組織

や事業展開等の現況を地域住民等にわかり

やすく伝え、社協活動への理解の促進に努

めます。 
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第４章 地域福祉を着実に進めるために 
 

 

 

１．地域福祉施策の進捗管理 

市及び社協は、本計画に位置付けた取り組み

が着実かつ計画的に実行しているか、検討・評

価するため、「地域福祉推進市民会議」及び「地

域福祉推進機関連絡会議」を設置します。 

これら両会議をはじめ、市及び社協は、い

わば「地域福祉を推進する４つの駆動輪」で

あり、常に同じ方向に向き、かつ整合を図

り、それぞれにおいて地域福祉を強力に進め

ます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社協 市 

地域福祉推進 

機関連絡会議 

（職員で構成） 
基本目標 

①地域住民相互の 

つながりを深めよう 

②地域住民の 

幸せを高めよう 

③地域福祉活動の 

輪を広げよう 

地域福祉の着実かつ計画的な推進 

基本理念 

人が人を「さ」さえ、 

みんなに「や」さしい、 

元気な「ま」ち 

地域福祉を推進する《４つ》の駆動輪 

地域福祉推進 

市 民 会 議 

（地域住民で構成） 
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2.4.0 地域福祉を着実に進めるために 

 

（１）地域福祉推進市民会議 

○ 地域福祉推進市民会議（市民会議）は、地

域住民、地域福祉活動団体の役員、知識経験

者で構成し、市長及び社協会長が任期を定め

て委嘱します。 

○ 市及び社協は、本計画に位置付けた各取り

組み状況について、市民会議に毎年報告し、

意見を求めます。 

○ 市民会議は、この報告があったときは、協

議の上、必要に応じて市及び社協に意見を述

べます。 

○ 市民会議での意見は、地域福祉推進機関連

絡会議に報告します。 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課題の解

決、または地域福祉活動をさらに高めるため、

市民会議の下に検討会及び研究会を設置し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       設置                          設置 

             報告             報告 

 

 

 

 

 

情報交換 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉推進市民会議 

【平成 27年度新設】＊狭山市地域福祉推進会議は平成 26 年度末に廃止 

○ 地域住民、地域福祉活動団体の役員、知識経験者により構成 

○ 本計画に位置付けた取り組みが着実かつ計画的に実行しているか、 

検討・評価するための組織 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課題の解決を図るための検討会を設置 

○ 地域福祉活動推進研究会を設置 

 

検討会 

【平成 27年度新設】 

＊有償福祉サービス推進部会、 

ボランティア活動推進部会、 

多機能型サロン活動推進部会は 

平成 26 年度末に廃止 

○ 地域福祉活動団体の役員、知識経

験者等により構成 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課

題の解決を図るための検討 

 

地域福祉活動推進研究会 

【平成 27年度新設】 

○ 地域福祉活動者の学びと交流の場 

○ 地域福祉活動を推進するための以

下の取り組み 

・地域福祉活動に関する先進的事例

研究 

・地域福祉活動者のスキルアップ 

・地域福祉活動団体相互の交流また

は情報共有 
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2.4.0 地域福祉を着実に進めるために 

 

（２）地域福祉推進機関連絡会議 

○ 地域福祉推進機関連絡会議（連絡会議）は、

市及び社協職員により構成し、市長及び社協

会長が任期を定めて委嘱します。 

○ 連絡会議は、市民会議から報告があったと

きは、協議の上、必要な改善等を講ずるとと

もに、必要に応じて市民会議に報告します。 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課題の解

決、または健康福祉部門に関する基盤を強

化するため、連絡会議の下に幹事会を設置

します。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               設置          

                      報告    

 

 

 

                    

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

地域福祉推進機関連絡会議 【平成 26年度新設】 

○ 市及び社協の管理職職員により構成 

○ 本計画に位置付けた取り組みが着実かつ計画的に実行しているか、 

検討・評価するための組織 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課題の解決、または健康福祉部門に関す

る基盤を強化するための幹事会を設置 

幹事会 【平成 27 年度新設】 

＊要援護世帯総合支援会議、 

要援護世帯総合支援体制幹事会は 

平成 26 年度末に廃止 

○ 市及び社協の実務担当職員により構成 

○ 地域福祉に関する個別具体的な課題の

解決、または健康福祉部門に関する基盤

を強化するために設置 

○ 必要に応じて、幹事会の下に検討会を

設置し、必要な事項を協議する。 
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2.4.0 地域福祉を着実に進めるために 

 

２．地域福祉施策に係る実施状況の公表 

本計画に位置付けた地域福祉施策の実施状

況は、毎年市や社協の公式ホームページ等に掲

載する方法により、公表するものとします。 

また、本計画における計画期間の前期（平成

２８年度）及び後期（平成３１年度）において、

アンケート調査等を実施し、本計画に掲げる目

標の到達状況を調査するものとします。 

 

３．地域福祉推進のための協働協定 

市及び社協は、本計画に位置付けた取り組み

を進めるにあたり、協働して進めるべき事業に

関し、必要に応じて協議し、協定（約束）を締

結するものとします。 

また、地域福祉を推進していく上で必要な取

り組みに関し、本計画にその位置付けがない場

合は随時協議し、地域福祉のさらなる推進に努

めます。 

 

４．次期計画の策定 

本計画における計画期間（平成２７～３２年

度）の満了にあたっては、関係法令等を遵守し

つつ、次のとおり次期計画を策定します。 

（１）平成 31 年度の取り組み 

○ 次期計画策定機関の設置 

○ 次期計画策定方針の制定 

○ 基礎調査の実施（アンケート調査、ヒア

リング等） 

（２）平成 32 年度の取り組み 

○ 次期計画骨子の制定 

○ 次期計画案の策定、パブリックコメン

トの実施 

○ 次期計画の決定 
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